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都道府県

各 指定都市 介護保険主管部（局）長 殿

中 核 市

厚 生 労 働 省 老 健 局 計 画 課 長

振 興 課 長

老人保健課長

地域包括支援センターの設置運営について

地域包括支援センターの設置運営については、これまでも各種会議などにおいてお示

ししてきたところであるが、今般、地域包括支援センターの設置運営について、下記の

とおり取りまとめたところであるので、御了知の上、管内各市町村及び地域包括支援セ

ンター等に周知を図るとともに、その運用の参考にされたい。

なお、本通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４第１項の技術的助言

に該当するものである。

記

１ 目的

地域包括支援センター（以下「センター」という ）は、地域住民の心身の健康の保。

持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、地域住民の保健医療の向上

３　地域包括支援センターの設置運営について（通知）
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及び福祉の増進を包括的に支援することを目的として、包括的支援事業等を地域にお

いて一体的に実施する役割を担う中核的機関として設置されるものである（介護保険

法（平成９年法律第123号。以下「法」という ）第115条の39第１項 。。 ）

２ 設置主体

センターは、市町村（特別区を含む。以下同じ ）が設置できることとされている。。

また、法第115条の39第１項に規定する包括的支援事業の実施の委託を受けた者も包括

的支援事業等を実施するためにセンターを設置できることとされている。

包括的支援事業の委託を受けることができる者は、包括的支援事業を適切、公正、

中立かつ効率的に実施することができる法人であって、老人介護支援センター（在宅

介護支援センター）の設置者、地方自治法に基づく一部事務組合又は広域連合を組織

する市町村、医療法人、社会福祉法人、包括的支援事業を実施することを目的として

設置された公益法人又はＮＰＯ法人その他市町村が適当と認めるものとされている 介（

護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「施行規則」という ）第140条の5。

3 。）

３ 市町村の責務

(1) 設置

市町村は、法第115条の39第１項の目的を達成するため、センターにおいて適正に

事業を実施することができるよう、その体制の整備に努めるものとする。

(2) 役割

センターを市町村が設置する場合と包括的支援事業の実施の委託を市町村から受

けた者が設置する場合のいずれの場合においても、市町村は、その設置の責任主体

として、センターの運営について適切に関与しなければならない。

センターに対する具体的な市町村の関与のあり方については、地域の実情を踏ま

えて市町村において判断されることとなる。例えば、センターの体制整備、センタ

ーの設置・変更・廃止やセンター業務の法人への委託の可否の決定、毎年度の事業

、 、計画や収支予算 収支決算などセンターの運営に関する事項の確認などについては

センター設置の責任主体として確実に行わなければならない。

その際 市町村が事務局となって設置される地域包括支援センター運営協議会 以、 （

下「運営協議会」という ）の議を経なければならない。また、設置の可否やセン。

ターの担当圏域設定などの最終的な決定は、市町村が行うものである。

(3) 設置区域

センターの設置に係る具体的な担当圏域設定に当たっては、市町村の人口規模、

業務量、運営財源や専門職の人材確保の状況、地域における保健福祉圏域（生活圏

域）との整合性に配慮し、最も効果的・効率的に業務が行えるよう、市町村の判断

により担当圏域を設定するものとする。
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４ 事業内容

(1) 包括的支援事業

センターは、１の目的に沿って、地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包

括的に支援するため、

①介護予防ケアマネジメント事業（法第115条の38第１項第２号）

②総合相談・支援事業（法第115条の38第１項第３号）

③権利擁護事業（法第115条の38第１項第４号）

④包括的・継続的ケアマネジメント支援事業（法第115条の38第１項第５号）

の４つの事業を地域において一体的に実施する役割を担う中核的拠点として、設置

されるものである。これらの４つの事業の実施に当たっては、それぞれの事業の有

、 、する機能の連携が重要であることから 包括的支援事業の実施を委託する場合には

すべての事業を一括して委託しなければならない（法第115条の40第２項 。）

ただし、センターが包括的支援事業の４つの事業に一体的に取り組むことを前提

、 、 、として 地域の住民の利便を考慮し 地域の住民に身近なところで相談を受け付け

センターにつなぐための窓口（ブランチ）を設けることは可能であり、この場合、

センターの運営費の一部を協力費としてブランチに支出することは可能である。

① 介護予防ケアマネジメント事業について

介護予防ケアマネジメント事業は、特定高齢者（主として要介護状態等となる

おそれの高い虚弱な状態にあると認められる65歳以上の者をいう。以下同じ ）が。

要介護状態等になることを予防するため、その心身の状況等に応じて、対象者自

らの選択に基づき、介護予防事業その他の適切な事業が包括的かつ効率的に実施

されるよう必要な援助を行うものである（法第115条の38第１項第２号 。）

事業の内容としては、特定高齢者の把握に関する事業（法第115条の39第１項及

び施行規則第140条の50）において、市町村が把握・選定した特定高齢者について

の介護予防ケアプランを作成し、その介護予防ケアプランに基づき、地域支援事

業における介護予防事業等が包括的かつ効率的に実施されるよう、必要な援助を

行うものである。

② 総合相談支援事業について

総合相談支援事業は、地域の高齢者が、住み慣れた地域で安心してその人らし

い生活を継続していくことができるようにするため、どのような支援が必要かを

把握し、地域における適切なサービス、関係機関及び制度の利用につなげる等の

支援を行うものである（法第115条の38第１項第３号 。）

事業の内容としては、初期段階での相談対応及び専門的・継続的な相談支援、

その実施に当たって必要となるネットワークの構築、地域の高齢者の状況の実態

の把握を行うものである。

③ 権利擁護事業について

権利擁護事業は、地域の住民や民生委員、介護支援専門員などの支援だけでは
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十分に問題が解決できない、適切なサービス等につながる方法が見つからない等

の困難な状況にある高齢者が、地域において、安心して尊厳のある生活を行うこ

とができるよう、専門的・継続的な視点からの支援を行うものである（法第115条

の38第１項第４号 。）

事業の内容としては、成年後見制度の活用促進、老人福祉施設等への措置の支

援、高齢者虐待への対応、困難事例への対応、消費者被害の防止に関する諸制度

を活用し、高齢者の生活の維持を図るものである。

④ 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業について

包括的・継続的ケアマネジメント支援事業は、地域の高齢者が住み慣れた地域

で暮らすことができるよう、主治医と介護支援専門員との連携はもとより他の様

々な職種との多職種協働や地域の関係機関との連携を図るとともに、介護予防ケ

アマネジメント、指定介護予防支援及び介護給付におけるケアマネジメントとの

相互の連携を図ることにより、個々の高齢者の状況や変化に応じた包括的・継続

的なケアマネジメントを実現するため、介護支援専門員に対する後方支援を行う

ものである（法第115条の38第１項第５号 。）

事業の内容としては、包括的・継続的なケア体制の構築、地域における介護支

援専門員のネットワークの構築・活用、介護支援専門員に対する日常的個別指導

・相談、地域の介護支援専門員が抱える支援困難事例等への指導・助言を行うも

のである。

(2) 指定介護予防支援について

指定介護予防支援は、介護保険における予防給付の対象となる要支援者が介護予

防サービス等の適切な利用等を行うことができるよう、その心身の状況、その置か

れている環境等を勘案し、介護予防サービス計画を作成するとともに、当該介護予

防サービス計画に基づく指定介護予防サービス等の提供が確保されるよう、介護予

防サービス事業者等の関係機関との連絡調整などを行うものである。

この指定介護予防支援の業務は、センターが行う業務とされており、法第115条の

20の規定に基づき、市町村の指定を受ける必要がある。これは、市町村が直営する

センターであっても、同様である。

また、業務の実施に当たっては、指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並び

に指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 平（

成18年厚生労働省令第37号。以下「指定介護予防支援基準」という ）を遵守するも。

のとする。

(3）その他

センターは （1）包括的支援事業及び（2）指定介護予防支援の業務を実施するほ、

か、介護予防事業のうち、①特定高齢者の把握に関する事業、②介護予防に関する

普及啓発を行う事業、③介護予防に関する活動を行うボランティア等の人材の育成

並びに介護予防に資する地域活動を行う組織の育成及び支援を行う事業及び④介護
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予防に関する事業に係る評価を行う事業、並びに法第115条の38第２項に規定する任

意事業（法第115条の39第１項及び施行規則第140条の50）の委託を受けることがで

きることとされている。

事業の内容としては、次のとおりである。

① 特定高齢者の把握に関する事業とは、市町村に住所を有する65歳以上の者に

対し、問診、身体計測等を実施し、生活機能が低下しているおそれのある高齢

者を早期に把握する（生活機能評価）とともに、関係機関との連携を通じた特

定高齢者の情報の収集を行い 特定高齢者の選定及び決定を行うものである 特、 （

定高齢者把握事業 。）

② 介護予防に関する普及啓発を行う事業とは、介護予防に資する基本的な知識

を普及啓発するためのパンフレット等の作成及び配布、有識者等による講演会

や相談会等の開催など、市町村が介護予防の普及啓発として効果があると認め

る事業を適宜実施するものである（介護予防普及啓発事業 。）

③ 介護予防に関する活動を行うボランティア等の人材の育成並びに介護予防に

資する地域活動を行う組織の育成及び支援を行う事業とは、介護予防に関する

ボランティア等の人材を育成するための研修や介護予防に資する地域活動組織

の育成及び支援など、市町村が地域における介護予防に資する活動の支援とし

て効果があると認める事業を適宜実施するものである（地域介護予防活動支援

事業 。）

④ 介護予防に関する事業に係る評価を行う事業とは、介護予防特定高齢者施策

及び介護予防一般高齢者施策それぞれの施策に対する評価を行う事業であり、

介護保険事業計画において定める目標値の達成状況等の検証を通じ、各施策の

事業評価を行うものである（介護予防特定高齢者施策評価事業及び介護予防一

般高齢者施策評価事業の一部 。）

⑤ 任意事業とは、介護給付等費用適正化事業、家族介護支援事業その他介護保

、険事業の安定化や被保険者の地域における自立した日常生活の支援を行うため

必要な事業を実施するものである。

５ 事業の留意点

包括的支援事業等の実施に当たっては 「地域支援事業の実施について （平成18年、 」

６月９日付け老発第0609001号厚生労働省老健局長通知）に基づき、行うものとする。

また、介護予防ケアマネジメント事業及び指定介護予防支援は、制度としては、別

のものであるが、その実施に当たっては、共通の考え方に基づき、一体的に行われる

ものとする。

いずれの事業の実施に当たっても 保健師 社会福祉士及び主任介護支援専門員 こ、 、 （

れらに準ずる者を含む ）等がそれぞれの専門性を活かしつつ、以下の点に留意しなが。

ら、十分に連携を図るものとする。

(1) 市町村内の他機関との連携（地域包括支援ネットワークの構築）

センターの行う事業は４に掲げるものであるが、これらの事業を効率的かつ効果



－ －46

的に実施するに当たっては、介護サービスに限らず、地域の保健・福祉・医療サー

ビスやボランティア活動、インフォーマルサービスなどの様々な社会的資源が有機

的に連携することができる環境整備を行うことが重要である。このため、こうした

連携体制を支えるものとして「地域包括支援ネットワーク」を構築することが必要

である 「地域包括支援ネットワーク」は、地域の実情に応じて構築されるものであ。

るが、例えば、行政機関、医療機関、介護サービス事業者、地域の利用者やその家

族、地域住民、職能団体、民生委員、介護相談員及び社会福祉協議会等の関係団体

等によって構成される「人的資源」からなるネットワークが考えられる。

こうした地域包括支援ネットワークの構築は、センターの基盤整備のために各職

員に共通する業務として位置づけることが必要であり、職員全員が情報を共有し、

ネットワークに参加するメンバー相互の関係づくりや連携の継続性の維持に取り組

むことが必要である。

、 、地域包括支援ネットワークの構築に当たっては ①センター単位のネットワーク

②市町村単位のネットワーク、③市町村の圏域を超えたネットワークなど、地域の

特性に応じたネットワークを構築することにより、地域の関係者との相互のつなが

りを築き、日常的に連携が図られるよう留意する必要がある。

(2) 指定介護予防支援業務の委託について

指定介護予防支援事業者たるセンターは、指定介護予防支援業務のうち一部を指

定居宅介護支援事業者に委託することができるものとされている。この委託に当た

っては、次の点に留意の上、行うこととする。

① 公正・中立性を確保する観点から、委託について運営協議会の議を経る必要

があること。

② 指定介護予防支援事業者が業務の一部を委託する場合においても、指定介護

予防支援基準第30条に規定するアセスメント業務や介護予防サービス計画の作

成業務等が一体的に行われるよう配慮しなければならないこと。

③ 業務を受託する指定居宅介護支援事業者は、都道府県知事が実施する介護予

防支援に関する研修を受講する等必要な知識及び能力を有する介護支援専門員

が従事する事業者である必要があること。

④ 一の指定居宅介護支援事業者に委託できる件数は、当該指定居宅介護支援事

業所について、常勤換算方法で算定した介護支援専門員１人当たり８件以内で

ある必要があること。ただし、平成18年４月１日以前に既に居宅介護支援事業

者の指定を受けている事業者に委託する場合には、平成19年３月31日までの期

間については、この限りではないものとされていること。また、指定介護予防

支援基準第12条第５号に規定する厚生労働大臣が定める基準に該当する地域 特（

別地域加算の対象となる地域をいう ）に住所を有する利用者に係る指定介護予。

防支援について委託する件数についての上限は適用しないものであること。

⑤ 指定介護予防支援に係る責任主体は、指定介護予防支援事業者たるセンター

であり、委託を行った場合であっても、委託先の指定居宅介護支援事業者が介

護予防サービス計画の原案を作成する場合には、当該計画が適切に作成されて
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いるか、内容が妥当か等について確認を行うこと、また、委託先の指定居宅介

護支援事業者が評価を行った場合には、当該評価の内容について確認を行い、

当該評価を踏まえ今後の指定介護予防支援の方針等を決定すること。

⑥ 委託料については、介護予防サービス計画費、指定居宅介護支援事務所への

委託範囲を勘案して、業務量に見合った適切な額を、センターが指定居宅介護

支援事業所との契約において設定すること。

(3) その他

センターは、必ずしも24時間体制を採る必要はないが、緊急時の対応等の場合

も想定し、センターの職員に対して速やかに連絡が取れるような体制を整備して

おくことが必要である。

６ 職員の配置等

(1) センターの人員

センターには、包括的支援事業を適切に実施するため、原則として①保健師、②

社会福祉士、③主任介護支援専門員を置くこととする（施行規則第140条の52第１項

第２号 。）

しかしながら、３職種の確保が困難である等の事情により、この人員によりがた

い場合には、これらに準ずる者として、以下に掲げる者を配置することもできるこ

ととされている。

、 、 。① 保健師に準ずる者として 地域ケア 地域保健等に関する経験のある看護師

なお、この経験のある看護師には准看護師は含まないものとする。

② 社会福祉士に準ずる者として、福祉事務所の現業員等の業務経験が５年以上

又は介護支援専門員の業務経験が３年以上あり、かつ、高齢者の保健福祉に関

する相談援助業務に３年以上従事した経験を有する者

③ 主任介護支援専門員に準ずる者として 「ケアマネジメントリーダー活動等、

支援事業の実施及び推進について （平成14年４月24日付け老発第0424003号厚」

生労働省老健局長通知）に基づくケアマネジメントリーダー研修を修了し、介

護支援専門員としての実務経験を有し、かつ、介護支援専門員の相談対応や地

域の介護支援専門員への支援等に関する知識及び能力を有している者

なお、③の主任介護支援専門員に準ずる者については、平成１８年度及び平成19

年度に限っての特例措置として、ケアマネジメントリーダー研修が未修了であって

も、平成１９年度末までに主任介護支援専門員研修を受講することを条件として、

既に、地域包括支援センター職員研修 「介護支援専門員現任研修事業の実施につい、

て （平成12年９月19日付け老発第646号厚生省老人保健福祉局長通知）に基づく介」

護支援専門員現任研修（基礎研修課程及び専門研修課程）又は「介護支援専門員資

質向上事業の実施について （平成18年６月15日付け老発第0615001号厚生労働省老」

健局長通知）に基づく介護支援専門員専門研修（専門研修課程Ⅰ及び専門研修課程

Ⅱ）を修了し、介護支援専門員としての実務経験を有する者としても差し支えない

ものとする。



－ －48

（2）センターの職員の員数

専らセンターの行う業務に従事する職員として、一のセンターが担当する区域に

、おける第一号被保険者の数がおおむね3000人以上6000人未満ごとに置くべき員数は

保健師、社会福祉士及び主任介護支援専門員（これらに準ずる者を含む ）それぞれ。

各１人とされている（施行規則第140条の52第１項第２号 。）

ただし、次に掲げる場合には、センターの担当する区域における第一号被保険者

の数に応じ、以下の表のとおりとすることができる（施行規則第140条の52第１項第

３号 。）

① 第一号被保険者の数がおおむね3000人未満の市町村に設置する場合

② 市町村合併があった市町村又は一部事務組合若しくは広域連合で、原則の基

準ではセンターの運営に支障があると運営協議会において認められた場合

③ 人口規模にかかわらず、地理的条件その他の事情を勘案して、特定の生活圏

域に一のセンターの設置が必要であると運営協議会において認められた場合

第一号被保険者の数 配置すべき人員

おおむね1000人未満 保健師等・社会福祉士等・主任介護支援専門員等の

うち１人又は２人

おおむね1000人以上2000 保健師等・社会福祉士等・主任介護支援専門員等の

人未満 うち２人（うち１人は専らその職務に従事する常勤

の職員とする ）。

おおむね2000人以上3000 専らその職務に従事する常勤の保健師等を１人及び

人未満 専らその職務に従事する常勤の社会福祉士等・主任

介護支援専門員等のいずれか１人

センターの業務における責任体制を明確にし、また、専門職員の資質を担保する

観点からは、常勤の職員を確保することが必要であり、各市町村においては、直営

のセンターにおいては、常勤職員を確保するとともに、委託を行う場合には、常勤

職員を確保できる事業者を選定するものとする。

ただし、センターの規模等に応じ、各職種ごとに専門職員を複数配置する場合に

は、一部の専門職員は非常勤でも可能である。また、常勤職員を配置することが著

しく困難な場合にあっては、適切な業務遂行を確保できるかどうかについて運営協

議会の判断を得た上で、経過的に、センター職員の一部を常勤換算方法により必要

人員数確保することでも足りるものとする。

なお、専門３職種以外の職員（センター長、事務員など）を配置することについ

ては、包括的支援事業の業務内容や委託料の額等を勘案した上で、市町村が地域の

実情に応じて判断することとして差し支えない。

(3) 指定介護予防支援事業者の配置基準

指定介護予防支援基準において、指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援
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事業所ごとに保健師その他介護予防支援に関する知識を有する職員（以下「担当職

員」という ）を、事業が円滑に実施できるよう、１人以上の必要数を配置しなけれ。

ばならないとされている（指定介護予防支援基準第２条 。）

この担当職員は、次のいずれかの要件を満たすものであって、都道府県が実施す

る介護予防支援に関する研修を受講する等必要な知識及び能力を有する者を充てる

必要がある。

① 保健師

② 介護支援専門員

③ 社会福祉士

④ 経験ある看護師

⑤ 高齢者保健福祉に関する相談業務等に３年以上従事した社会福祉主事

、 。そのほか必要な人員については 指定介護予防支援基準において規定されている

(4) 兼務関係について

センターにおける各業務を適切に実施するために、センター以外の業務との兼務

は基本的には認められず、センターの業務に専従していることが必要である。ただ

し、以下の場合には、兼務することとしても差し支えない。

① 小規模市町村や専門職員を複数配置する場合には、適切な事務遂行を確保で

きると判断できるのであれば、センター業務以外の業務を行うことは差し支え

ない。

② 介護予防支援の事業については、センターが指定介護予防支援事業者として

の指定を受けて行う業務とされている。したがって、センターの職員と指定介

、 、護予防支援事業所の職員とは (1)から(3)までの各要件を満たすものであれば

兼務して差し支えないものである。また、利用者の給付管理に係る業務等の事

務的な業務に従事する者は、人員の基準の対象外であるため、兼務して差し支

えない。

また、指定介護予防支援事業所の管理者は、専らその職務に従事する常勤の者で

なければならないとされているが、指定介護予防支援の業務及びセンターの業務に

従事する場合には、兼務することとしても差し支えない。

７ 地域包括支援センター運営協議会

センターは、市町村が設置した運営協議会の意見を踏まえて、適切、公正かつ中立

な運営を確保することとされている（施行規則第140条の52第４号 。）

センターの設置・変更・廃止などに関する決定は、市町村が行うものであり、運営

協議会は市町村の適切な意思決定に関与するものである。このため、利用者や被保険

者の意見を反映させることができるよう、構成員を選定する必要がある。

(1) 設置基準

原則として、市町村ごとに１つの運営協議会を設置する。なお、複数のセンター

を設置する市町村であっても、運営協議会については、１つ設置することで差し支
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。 、 、えない また 複数の市町村により共同でセンターを設置運営する場合にあっては

運営協議会についても共同で設置することができる。

(2) 構成員等

運営協議会の構成員については、次に掲げるところを標準とし、センターの公正

、 （ 。）・中立性を確保する観点から 地域の実情に応じて市町村長 特別区の区長を含む

が選定する。なお、構成員は非常勤とし、再任することができる。

① 介護サービス及び介護予防サービスに関する事業者及び職能団体（医師、歯

科医師、看護師、介護支援専門員、機能訓練指導員等）

② 介護サービス及び介護予防サービスの利用者、介護保険の被保険者（第１号

及び第２号）

③ 介護保険以外の地域の社会的資源や地域における権利擁護、相談事業等を担

う関係者

④ 前各号に掲げる者のほか、地域ケアに関する学識経験者

また、運営協議会には会長を置くこととし、会長は、構成員の互選により選任す

る。

なお、運営協議会には、在宅介護支援センター等の福祉関係団体が参画すること

が望ましい。

(3) 所掌事務

運営協議会は、次に掲げる事項を所掌する。

(a) センターの設置等に関する次に掲げる事項の承認に関すること

① センターの担当する圏域の設定

② センターの設置、変更及び廃止並びにセンターの業務の委託先法人の選定又

はセンターの業務の委託先法人の変更

③ センターの業務の委託先法人の予防給付に係る事業の実施

④ センターが指定介護予防支援の業務の一部を委託できる指定居宅介護支援事

業所の選定

⑤ その他運営協議会がセンターの公正・中立性を確保する観点から必要である

と判断した事項

(b) センターの運営に関すること

① 運営協議会は、毎年度、センターより次に掲げる書類の提出を受けるものと

する。

ア 当該年度の事業計画書及び収支予算書

イ 前年度の事業報告書及び収支決算書

ウ その他運営協議会が必要と認める書類

② 運営協議会は、①イの事業報告書によるほか、次に掲げる点を勘案して必要

な基準を作成した上で、定期的に又は必要な時に、事業内容を評価するものと

する。

ア センターが作成する介護予防サービス計画において、正当な理由なく特定
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の事業者が提供するサービスに偏っていないか

イ センターにおける介護予防サービス計画の作成の過程において、特定の事

業者が提供するサービスの利用を不当に誘因していないか

ウ その他運営協議会が地域の実情に応じて必要と判断した事項

(c) センターの職員の確保に関すること

運営協議会は、センターの職員を確保するため、必要に応じ、運営協議会の構

成員や、地域の関係団体等の間での調整を行う。

(d) その他の地域包括ケアに関すること

運営協議会は、地域における介護保険以外のサービス等との連携体制の構築、

地域包括支援ネットワークを支える地域の社会的資源の開発その他の地域包括ケ

アに関する事項であって運営協議会が必要と判断した事項を行う。

(4) 事務局

運営協議会の事務局は、市町村に置く。

(5) その他

市町村は、運営協議会の設置の準備のため、地域包括支援センター運営協議会準

備委員会（以下「準備委員会」という ）を設置することができる。準備委員会が、。

運営協議会の設置要綱を決定することで、運営協議会を設立する。

また、準備委員会は、既存の介護保険事業計画作成委員会、各市町村における審

議会等の既存組織を活用することとしても差し支えない。

８ 地域包括支援センターの構造及び設備

センターの構造については、特別な施設基準はないが、業務を行う上で支障がない

よう、各業務を行う場所は一体であることが望ましい。

ただし、職員配置上の問題等により、センターの業務と指定介護予防支援に関する

業務を一体に行う場所を設けることが困難である場合には、当面分離することもやむ

を得ないが、その場合には、以下の点に留意することが必要である。

① 相互に連絡・調整を密に行い、センターとしての業務の組織的・一体的な実施

に支障がないものであること

② 可能な限り速やかに、一体的に実施できる場所を確保すること

９ その他

センターの業務を適切に実施していくためには、地域住民にもセンターの存在を周

知することが重要であることから、地域住民に対して広報誌等を通じて周知を図るも

のとする。
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行
う
こ
と

が
で
き
る
。

一

介
護
給
付
等
に
要
す
る
費
用
の
適
正
化
の
た
め
の

事
業

二

介
護
方
法
の
指
導
そ
の
他
の
要
介
護
被
保
険
者
を

現
に
介
護
す
る
者
の
支
援
の
た
め
必
要
な
事
業

三

そ
の
他
介
護
保
険
事
業
の
運
営
の
安
定
化
及
び
被

保
険
者
の
地
域
に
お
け
る
自
立
し
た
日
常
生
活
の
支

援
の
た
め
必
要
な
事
業

（
地
域
支
援
事
業
の
額
）

３

地
域
支
援
事
業
は
、
当
該
市
町
村
に
お
け
る
介
護
予

第
三
十
七
条
の
十
三

法
第
百
十
五
条
の
三
十
八
第
三
項
に
規

防
に
関
す
る
事
業
の
実
施
状
況
、
介
護
保
険
の
運
営
の

定
す
る
政
令
で
定
め
る
額
は
、
各
市
町
村
に
つ
き
、
市
町
村

状
況
そ
の
他
の
状
況
を
勘
案
し
て
政
令
で
定
め
る
額
の

介
護
保
険
事
業
計
画
（
法
第
百
十
七
条
第
一
項

に
規
定
す

範
囲
内
で
行
う
も
の
と
す
る
。

る
市
町
村
介
護
保
険
事
業
計
画
を
い
う

）
に
定
め
る
介
護

。

給
付
等
対
象
サ
ー
ビ
ス
（
法
第
二
十
四
条
第
二
項

に
規
定

す
る
介
護
給
付
等
対
象
サ
ー
ビ
ス
を
い
う

）
の
見
込
量
等

。

に
基
づ
い
て
算
定
し
た
各
年
度
の
介
護
給
付
等
（
法
第
二
十

条

に
規
定
す
る
介
護
給
付
等
を
い
う

）
に
要
す
る
費
用
の

。

（

「

」

。
）

予
想
額

以
下
こ
の
条
に
お
い
て

給
付
見
込
額

と
い
う

に
百
分
の
三
（
法
第
百
十
五
条
の
三
十
八

に
規
定
す
る
地

域
支
援
事
業
（
以
下
「
地
域
支
援
事
業
」
と
い
う

）
の
う

。

ち
介
護
予
防
事
業
（
法
第
百
二
十
二
条
の
二
第
一
項

に
規

定
す
る
介
護
予
防
事
業
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
及
び
第
三
項

に
お
い
て
同
じ

）
及
び
地
域
支
援
事
業
（
介
護
予
防
事
業

。

を
除
く

）
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
百
分
の
二
）
を
乗
じ

。

て
得
た
額
と
す
る
。

２

法
第
百
二
十
一
条
第
二
項
に
規
定
す
る
市
町
村
に
つ
い
て

前
項
の
規
定
を
適
用
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
給
付
見
込
額

は
、
法
第
四
十
三
条
第
三
項

、
第
四
十
四
条
第
六
項
、
第

四
十
五
条
第
六
項
、
第
五
十
五
条
第
三
項
、
第
五
十
六
条
第

六
項
又
は
第
五
十
七
条
第
六
項
の
規
定
に
基
づ
く
条
例
に
よ

る
措
置
が
講
ぜ
ら
れ
な
い
も
の
と
し
て
算
定
す
る
も
の
と
す

る
。

３

第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
給
付
見
込
額
に
百
分
の

一
・
五
を
乗
じ
て
得
た
額
が
三
百
万
円
に
満
た
な
い
市
町
村

、

（

。
）

に
あ
っ
て
は

地
域
支
援
事
業

介
護
予
防
事
業
を
除
く

に
係
る
政
令
で
定
め
る
額
は
、
こ
れ
を
三
百
万
円
と
し
、
介
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護
予
防
事
業
に
係
る
政
令
で
定
め
る
額
は
、
給
付
見
込
額
に

百
分
の
一
・
五
を
乗
じ
て
得
た
額
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
利
用
料
）

４

市
町
村
は
、
地
域
支
援
事
業
の
利
用
者
に
対
し
、
厚

第
百
四
十
条
の
四
十
九

法
第
百
十
五
条
の
三
十
八
第
四
項

生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
利
用
料
を
請

の
規
定
に
よ
る
利
用
料
に
関
す
る
事
項
は
、
市
町
村
が
定

求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

め
る
。

５

厚
生
労
働
大
臣
は
、
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
り

市
町
村
が
行
う
事
業
に
関
し
て
、
そ
の
適
切
か
つ
有
効

な
実
施
を
図
る
た
め
必
要
な
指
針
を
公
表
す
る
も
の
と

す
る
。

６

前
各
項
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、
地
域
支
援
事
業

の
実
施
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で
定
め
る
。

（
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
）

（
法
第
百
十
五
条
の
三
十
九
第
一
項
の
厚
生
労
働
省
令
で

第
百
十
五
条
の
三
十
九

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
は
、

定
め
る
事
業
）

前
条
第
一
項
第
二
号
か
ら
第
五
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
業

第
百
四
十
条
の
五
十

法
第
百
十
五
条
の
三
十
九
第
一
項
の

（
以
下
「
包
括
的
支
援
事
業
」
と
い
う

）
そ
の
他
厚
生

厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
業
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る

。

労
働
省
令
で
定
め
る
事
業
を
実
施
し
、
地
域
住
民
の
心

も
の
と
す
る
。

身
の
健
康
の
保
持
及
び
生
活
の
安
定
の
た
め
に
必
要
な

一

法
第
百
十
五
条
の
三
十
八
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る

援
助
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
保
健
医
療
の
向
上
及

事
業
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
も
の

び
福
祉
の
増
進
を
包
括
的
に
支
援
す
る
こ
と
を
目
的
と

イ

特
定
の
被
保
険
者
（
第
一
号
被
保
険
者
に
限
る

）。

す
る
施
設
と
す
る
。

に
対
し
行
わ
れ
る
事
業
の
対
象
と
な
る
者
の
把
握
を

行
う
事
業

ロ

介
護
予
防
に
関
す
る
普
及
啓
発
を
行
う
事
業

ハ

介
護
予
防
に
関
す
る
活
動
を
行
う
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

等
の
人
材
の
育
成
並
び
に
介
護
予
防
に
資
す
る
地
域

活
動
を
行
う
組
織
の
育
成
及
び
支
援
を
行
う
事
業

ニ

介
護
予
防
に
関
す
る
事
業
に
係
る
評
価
を
行
う
事

業

二

法
第
百
十
五
条
の
三
十
八
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事

業

２

市
町
村
は
、
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
を
設
置
す
る

こ
と
が
で
き
る
。

（
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
設
置
の
届
出
）

３

次
条
第
一
項
の
委
託
を
受
け
た
者
は
、
包
括
的
支
援

第
百
四
十
条
の
五
十
一

法
第
百
十
五
条
の
三
十
九
第
三
項

事
業
そ
の
他
第
一
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
業

の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
の
と
お
り
と
す

を
実
施
す
る
た
め
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ

る
。

に
よ
り
、
あ
ら
か
じ
め
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事

一

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
（
当
該
地
域
包
括
支
援
セ

項
を
市
町
村
長
に
届
け
出
て
、
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ

ン
タ
ー
の
所
在
地
以
外
の
場
所
に
包
括
的
支
援
事
業

法
（

ー
を
設
置
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

第
百
十
五
条
の
三
十
九
第
一
項
に
規
定
す
る
包
括
的
支
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援
事
業
を
い
う
。
以
下
同
じ

）
及
び
前
条
に
規
定
す
る

。

事
業
を
実
施
す
る
従
た
る
事
務
所
を
有
す
る
と
き
は
、

当
該
従
た
る
事
務
所
を
含
む
。
第
三
号
及
び
第
五
号
に

お
い
て
同
じ

）
の
名
称
及
び
所
在
地

。

二

法
第
百
十
五
条
の
四
十
第
一
項
の
委
託
を
受
け
た
者

（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
受
託
者
」
と
い
う

）
で
あ

。

っ
て
、
法
第
百
十
五
条
の
三
十
九
第
三
項
の
届
出
を
行

う
も
の
の
名
称
及
び
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
並
び
に

そ
の
代
表
者
の
氏
名
、
生
年
月
日
、
住
所
及
び
職
名

三

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
設
置
の
予
定
年
月
日

四

受
託
者
の
定
款
、
寄
附
行
為
等
及
び
そ
の
登
記
事
項

証
明
書

五

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
平
面
図

六

職
員
の
職
種
及
び
員
数

七

職
員
の
氏
名
、
生
年
月
日
、
住
所
及
び
経
歴

八

営
業
日
及
び
営
業
時
間

九

担
当
す
る
区
域

十

介
護
支
援
専
門
員
の
氏
名
及
び
そ
の
登
録
番
号

十
一

そ
の
他
必
要
と
認
め
る
事
項

２

受
託
者
は
、
収
支
予
算
書
及
び
事
業
計
画
書
並
び
に
適

切
、
公
正
か
つ
中
立
な
業
務
の
運
営
を
確
保
す
る
た
め
の

措
置
に
つ
い
て
記
載
し
た
文
書
を
市
町
村
長
に
提
出
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
法
第
百
十
五
条
の
三
十
九
第
四
項
の
厚
生
労
働
省
令

で
定
め
る
基
準
）

４

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
設
置
者
は
、
包
括
的
支

第
百
四
十
条
の
五
十
二

法
第
百
十
五
条
の
三
十
九
第
四
項

援
事
業
を
実
施
す
る
た
め
に
必
要
な
も
の
と
し
て
厚
生

の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
基
準
は
、
次
の
と
お
り
と
す

労
働
省
令
で
定
め
る
基
準
を
遵
守
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

る
。

い
。

一

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
は
、
次
号
に
掲
げ
る
職
員

が
協
働
し
て
包
括
的
支
援
事
業
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ

り
、
各
被
保
険
者
の
心
身
の
状
況
、
そ
の
置
か
れ
て
い

る
環
境
等
に
応
じ
て
、
法
第
二
十
四
条
第
二
項
に
規
定

す
る
介
護
給
付
等
対
象
サ
ー
ビ
ス
そ
の
他
の
保
健
医
療

サ
ー
ビ
ス
又
は
福
祉
サ
ー
ビ
ス
、
権
利
擁
護
の
た
め
の

必
要
な
援
助
等
を
利
用
で
き
る
よ
う
に
導
き
、
各
被
保

険
者
が
可
能
な
限
り
、
住
み
慣
れ
た
地
域
に
お
い
て
自

立
し
た
日
常
生
活
を
営
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
。

二

一
の
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
が
担
当
す
る
区
域
に

お
け
る
第
一
号
被
保
険
者
の
数
が
お
お
む
ね
三
千
人
以

上
六
千
人
未
満
ご
と
に
置
く
べ
き
専
ら
そ
の
職
務
に
従
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事
す
る
常
勤
の
職
員
の
員
数
は
、
原
則
と
し
て
次
の
と

お
り
と
す
る
こ
と
。

イ

保
健
師
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
者

一
人

ロ

社
会
福
祉
士
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
者

一
人

ハ

主
任
介
護
支
援
専
門
員
（
第
百
四
十
条
の
五
十
四
第

一
項
に
規
定
す
る
主
任
介
護
支
援
専
門
員
研
修
を
修
了

し
た
者
を
い
う

）
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
者

一
人

。

三

前
号
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の
イ
か
ら
ハ
ま
で
の

い
ず
れ
か
に
掲
げ
る
場
合
に
は
、
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ

ー
の
人
員
配
置
基
準
は
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
担
当

す
る
区
域
に
お
け
る
第
一
号
被
保
険
者
の
数
に
応
じ
、
そ

れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
こ
と
が
で

き
る
。

イ

第
一
号
被
保
険
者
の
数
が
お
お
む
ね
三
千
人
未
満
の

市
町
村
に
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
を
設
置
す
る
場
合

ロ

市
町
村
の
合
併
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十

六
年
法
律
第
五
十
九
号
）
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る

合
併
市
町
村
又
は
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律

第
六
十
七
号
）
第
二
百
八
十
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る

一
部
事
務
組
合
若
し
く
は

広
域
連
合
で
あ
っ
て
、
前
号

の
基
準
に
よ
っ
て
は
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
効
率

的
な
運
営
に
支
障
が
あ
る
と
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

運
営
協
議
会
（
次
号
に
規
定
す
る
地
域
包
括
支
援
セ
ン

タ
ー
運
営
協
議
会
を
い
う
。
ハ
に
お
い
て
同
じ

）
に
お

。

い
て
認
め
ら
れ
た
場
合

ハ

市
町
村
の
人
口
規
模
に
か
か
わ
ら
ず
、
地
理
的
条
件

そ
の
他
の
条
件
を
勘
案
し
て
特
定
の
生
活
圏
域
に
一
の

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
を
設
置
す
る
こ
と
が
必
要
で

あ
る
と
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
協
議
会
に
お
い

て
認
め
ら
れ
た
場
合

担
当
す
る
区
域
に

人
員
配
置
基
準

お
け
る
第
一
号
被

保
険
者
の
数

お
お
む
ね
千
人
未

前
号
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る

満

者
の
う
ち
か
ら
一
人
又
は
二
人

お
お
む
ね
千
人
未

前
号
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る

満

者
の
う
ち
か
ら
二
人
（
う
ち
一

人
は
専
ら
そ
の
職
務
に
従
事
す

る
常
勤
の
職
員
と
す
る

）
。

お
お
む
ね
二
千
人

専
ら
そ
の
職
務
に
従
事
す
る
常
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以
上
三
千
人
未
満

勤
の
前
号
イ
に
掲
げ
る
者
一
人

及
び
専
ら
そ
の
職
務
に
従
事
す

る
常
勤
の
前
号
ロ
又
は
ハ
に
掲

げ
る
者
の
い
ず
れ
か
一
人

四

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
は
、
当
該
市
町
村
の
地
域
包

括
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
協
議
会
（
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
事

業
者
等
（
法
第
二
十
二
条
第
三
項
に
規
定
す
る
指
定
居
宅

サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
を
い
う

）
又
は
こ
れ
ら
の
者
に
係
る

。

団
体
の
代
表
者
、
居
宅
サ
ー
ビ
ス
等
の
利
用
者
又
は
第
一

号
被
保
険
者
若
し
く
は
第
二
号
被
保
険
者
の
代
表
者
、
地

域
住
民
の
権
利
擁
護
を
行
い
又
は
相
談
に
応
ず
る
団
体
等

の
代
表
者
、
地
域
に
お
け
る
保
健
、
医
療
又
は
福
祉
に
関

す
る
学
識
経
験
を
有
す
る
者
等
の
う
ち
、
地
域
の
実
情
を

勘
案
し
て
市
町
村
が
適
当
と
認
め
る
者
に
よ
り
構
成
さ
れ

る
も
の
を
い
う

）
の
意
見
を
踏
ま
え
て
、
適
切
、
公
正
か

。

つ
中
立
な
運
営
を
確
保
す
る
こ
と
。

５

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
設
置
者
（
設
置
者
が
法

人
で
あ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
役
員
）
若
し
く
は

そ
の
職
員
又
は
こ
れ
ら
の
職
に
あ
っ
た
者
は
、
正
当
な

理
由
な
し
に
、
そ
の
業
務
に
関
し
て
知
り
得
た
秘
密
を

漏
ら
し
て
は
な
ら
な
い
。

（
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
に
関
す
る
読
替
え
）

６

第
六
十
九
条
の
十
四
の
規
定
は
、
地
域
包
括
支
援
セ

第
三
十
七
条
の
十
四

法
第
百
十
五
条
の
三
十
九
第
六
項
の
規

ン
タ
ー
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

定
に
よ
る
技
術
的
読
替
え
は
、
次
の
表
の
と
お
り
と
す
る
。

同
条
の
規
定
に
関
し
必
要
な
技
術
的
読
替
え
は
、
政
令

で
定
め
る
。

※
表
（
略
）

７

前
各
項
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、
地
域
包
括
支
援

（
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
職
員
に
対
す
る
研
修
）

（
都
道
府
県
知
事
が
行
う
研
修
）

セ
ン
タ
ー
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で
定
め
る
。

第
三
十
七
条
の
十
五

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
（
法
第
百
十

第
百
四
十
条
の
五
十
四

令
第
三
十
七
条
の
十
五
第
一
項
に

五
条
の
三
十
九
第
一
項
に
規
定
す
る
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ

規
定
す
る
研
修
（
以
下
「
主
任
介
護
支
援
専
門
員
研
修
」

ー
を
い
う

以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ

の
設
置
者
は

と
い
う

）
は
、
他
の
保
健
医
療
サ
ー
ビ
ス
又
は
福
祉
サ
ー

。

。
）

、

。

厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
職
員
に
対

ビ
ス
を
提
供
す
る
者
と
の
連
絡
調
整
、
他
の
介
護
支
援
専

し
、
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
業
務
に
関
す
る
知
識
の
修

門
員
に
対
す
る
助
言
、
指
導
そ
の
他
の
介
護
支
援
サ
ー
ビ

得
及
び
技
能
の
向
上
を
図
る
た
め
の
研
修
を
受
け
さ
せ
な
け

ス
を
適
切
か
つ
円
滑
に
提
供
す
る
た
め
に
必
要
な
業
務
に

れ
ば
な
ら
な
い
。

関
す
る
知
識
及
び
技
術
を
修
得
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
、

２

前
項
の
研
修
は

厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
従
い

介
護
支
援
専
門
員
の
業
務
に
関
し
十
分
な
知
識
と
経
験
を

、

、

都
道
府
県
知
事
が
行
う
も
の
と
す
る
。

有
す
る
介
護
支
援
専
門
員
を
対
象
と
し
て
行
わ
れ
る
研
修

と
す
る
。

２

主
任
介
護
支
援
専
門
員
研
修
の
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
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当
該
研
修
の
課
程
に
お
い
て
修
得
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ

て
い
る
知
識
及
び
技
術
の
修
得
が
な
さ
れ
て
い
る
こ
と
に

つ
き
確
認
す
る
等
適
切
な
方
法
に
よ
り
行
わ
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

（
実
施
の
委
託
）

（
法
第
百
十
五
条
の
四
十
第
一
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め

第
百
十
五
条
の
四
十

市
町
村
は
、
老
人
福
祉
法
第
二
十

る
者
）

条
の
七
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
老
人
介
護
支
援
セ
ン

第
百
四
十
条
の
五
十
三

法
第
百
十
五
条
の
四
十
第
一
項
の

タ
ー
の
設
置
者
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者

厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者
は
、
包
括
的
支
援
事
業
を
適

に
対
し
、
包
括
的
支
援
事
業
の
実
施
を
委
託
す
る
こ
と

切
、
公
正
、
中
立
か
つ
効
率
的
に
実
施
す
る
こ
と
が
で
き

が
で
き
る
。

る
法
人
で
あ
っ
て
、
老
人
福
祉
法
第
二
十
条
の
七
の
二
第

２

前
項
の
規
定
に
よ
る
委
託
は
、
包
括
的
支
援
事
業
の

一
項
に
規
定
す
る
老
人
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
の
設
置
者
、

す
べ
て
に
つ
き
一
括
し
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

地
方
自
治
法
第
二
百
八
十
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
一
部

３

前
条
第
五
項
の
規
定
は
、
第
一
項
の
委
託
を
受
け
た

事
務
組
合
若
し
く
は
広
域
連
合
を
組
織
す
る
市
町
村
、
医

者
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

療
法
人
、
社
会
福
祉
法
人
、
包
括
的
支
援
事
業
を
実
施
す

４

市
町
村
は
、
第
百
十
五
条
の
三
十
八
第
一
項
第
一
号

る
こ
と
を
目
的
と
し
て
民
法
第
三
十
四
条
の
規
定
に
基
づ

及
び
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
業
の
全
部
又
は
一
部
に

き
設
立
さ
れ
た
法
人
又
は
特
定
非
営
利
活
動
促
進
法
（
平

つ
い
て
、
老
人
福
祉
法
第
二
十
条
の
七
の
二
第
一
項
に

成
十
年
法
律
第
七
号
）
第
二
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き

規
定
す
る
老
人
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
の
設
置
者
そ
の
他

設
立
さ
れ
た
特
定
非
営
利
活
動
法
人
そ
の
他
市
町
村
が
適

の
当
該
市
町
村
が
適
当
と
認
め
る
者
に
対
し
、
そ
の
実

当
と
認
め
る
も
の
と
す
る
。

施
を
委
託
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
保
健
福
祉
事
業
）

第
百
十
五
条
の
四
十
一

市
町
村
は
、
地
域
支
援
事
業
の

ほ
か
、
要
介
護
被
保
険
者
を
現
に
介
護
す
る
者
の
支
援

の
た
め
に
必
要
な
事
業
、
被
保
険
者
が
要
介
護
状
態
等

と
な
る
こ
と
を
予
防
す
る
た
め
に
必
要
な
事
業
、
指
定

居
宅
サ
ー
ビ
ス
及
び
指
定
居
宅
介
護
支
援
の
事
業
並
び

に
介
護
保
険
施
設
の
運
営
そ
の
他
の
保
険
給
付
の
た
め

に
必
要
な
事
業
、
被
保
険
者
が
利
用
す
る
介
護
給
付
等

対
象
サ
ー
ビ
ス
の
た
め
の
費
用
に
係
る
資
金
の
貸
付
け

そ
の
他
の
必
要
な
事
業
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

○
介
護
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
七

年
法
律
第
七
十
七
号
）

附
則

（
介
護
保
険
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
三
条

こ
の
法
律
の
施
行
の
際
、
地
域
包
括
支
援
セ
ン
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タ
ー
（
新
介
護
保
険
法
第
百
十
五
条
の
三
十
九
第
一
項

に
規
定
す
る
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
を
い
う

）
が
設

。

置
さ
れ
な
い
こ
と
そ
の
他
の
事
情
に
よ
り
、
介
護
予
防

支
援
（
新
介
護
保
険
法
第
八
条
の
二
第
十
八
項
に
規
定

す
る
介
護
予
防
支
援
を
い
う

）
の
見
込
量
の
確
保
が
困

。

難
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
市
町
村
（
特
別
区
を
含
む
。

以
下
同
じ

に
あ
っ
て
は

こ
の
法
律
の
施
行
の
日

以

。
）

、

（

下
「
施
行
日
」
と
い
う

）
か
ら
平
成
二
十
年
四
月
一
日

。

ま
で
の
間
に
お
い
て
条
例
で
定
め
る
日
ま
で
の
間
、
新

介
護
保
険
法
第
十
八
条
第
二
号
、
第
十
九
条
第
二
項
、

第
三
十
二
条
か
ら
第
三
十
四
条
ま
で
及
び
第
四
章
第
四

節
の
規
定
は
、
適
用
し
な
い
。

２

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
施
行
日
か
ら
同
項
の
条
例

で
定
め
る
日
ま
で
の
間
、
当
該
市
町
村
が
行
う
介
護
保

険
の
被
保
険
者
に
対
す
る
新
介
護
保
険
法
第
十
八
条

第
（

二
号
に
係
る
部
分
を
除
く

、
第
十
九
条
第
一
項
、
第

。
）

二
十
七
条
第
四
項
及
び
第
五
項
、
第
四
十
二
条
の
二
第

一
項
並
び
に
第
四
十
八
条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
つ

い
て
は
、
新
介
護
保
険
法
第
十
八
条
第
一
号
中
「
要
介

護
状
態
」
と
あ
る
の
は
「
要
介
護
状
態
（
要
支
援
状
態

を
含
む

」
と
、
新
介
護
保
険
法
第
十
九
条
第
一
項
中

。
）

「
要
介
護
者
」
と
あ
る
の
は
「
要
介
護
者
（
要
支
援
者

を
含
む

と

要
介
護
状
態
区
分

と
あ
る
の
は

要

。
）
」

、「

」

「

介
護
状
態
区
分
（
身
体
上
又
は
精
神
上
の
障
害
が
あ
る

た
め
に
日
常
生
活
を
営
む
の
に
支
障
が
あ
る
と
見
込
ま

れ
る
状
態
に
係
る
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
区
分
を
含

む
。
次
節
及
び
第
三
節
に
お
い
て
同
じ

」
と
、
新
介

。
）

護
保
険
法
第
二
十
七
条
第
四
項
各
号
中
「
要
介
護
状
態

に
」
と
あ
る
の
は
「
要
介
護
状
態
（
要
支
援
状
態
を
含

む

）
に
」
と

「
要
介
護
状
態
の
」
と
あ
る
の
は
「
要

。

、

介
護
状
態
（
要
支
援
状
態
を
含
む

）
の
」
と
、
同
条
第

。

五
項
第
一
号
中
「
要
介
護
状
態
」
と
あ
る
の
は
「
要
介

護
状
態
（
要
支
援
状
態
を
含
む

」
と
、
新
介
護
保
険

。
）

「
、

」

法
第
四
十
二
条
の
二
第
一
項
中

要
介
護
被
保
険
者

と
あ
る
の
は
「
、
要
介
護
被
保
険
者
（
認
知
症
対
応
型

共
同
生
活
介
護
及
び
地
域
密
着
型
介
護
老
人
福
祉
施
設

入
所
者
生
活
介
護
に
つ
い
て
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定

め
る
要
介
護
状
態
区
分
に
該
当
す
る
状
態
で
あ
る
者
に

。

。
）」

、

限
る

以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
同
じ

と

新
介
護
保
険
法
第
四
十
八
条
第
一
項
中
「
、
要
介
護
被

保
険
者
」
と
あ
る
の
は
「
、
要
介
護
被
保
険
者
（
厚
生
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労
働
省
令
で
定
め
る
要
介
護
状
態
区
分
に
該
当
す
る
状

態
で
あ
る
者
に
限
る
。
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い

て
同
じ

」
と
す
る
。

。
）
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老発第０６０９００１号

平 成 １ ８ 年 ６ 月 ９ 日

各 都 道 府 県 知 事 殿

厚 生 労 働 省 老 健 局 長

地域支援事業の実施について

標記については、介護保険制度の円滑な実施の観点から、被保険者が要介護

、 、状態等となることを予防するとともに 要介護状態等となった場合においても

可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援する

ため、今般、別紙のとおり 「地域支援事業実施要綱」を定め、平成１８年４、

月１日から適用することとしたので通知する。

ついては、本事業の実施に努められるよう特段の御配慮をお願いするととも

に、管内市町村に対して、周知徹底を図るなど、本事業の円滑な実施について

御協力を賜りたい。

なお、本通知の施行に伴い「介護予防・地域支え合い事業の実施について」

（ ） 。平成１３年５月２５日老発第２１３号厚生労働省老健局長通知 は廃止する

５ 地域支援事業の実施について
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別紙

地域支援事業実施要綱

１ 目的

地域支援事業は、介護予防事業、包括的支援事業（介護予防ケアマネジメ

ント業務、総合相談支援業務、権利擁護業務及び包括的・継続的ケアマネジ

メント支援業務をいう ）及びその他の地域支援事業を行うことにより、被。

保険者が要介護状態又は要支援状態（以下「要介護状態等」という ）とな。

ることを予防するとともに、要介護状態となった場合においても、可能な限

り、地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援することを

目的とするものである。

２ 事業内容

別記のとおり。

３ 実施方法

（１）地域支援事業は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」と

いう 、介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「政令」と。）

。）、 （ 。 「 」いう 介護保険法施行規則 平成１１年厚生省令第３６号 以下 省令

という ）及び介護予防事業の円滑な実施を図るための指針（平成１８年。

厚生労働省告示第３１６号）の規定によるほか、この実施要綱の定めると

ころによる。

（２）地域支援事業の実施に当たっては、高齢者のニーズや生活実態に基づい

て総合的な判断を行い、高齢者に対し、自立した日常生活を営むことがで

きるよう、継続的かつ総合的なサービスが提供されるよう実施することと

する。

（３）地域包括支援センターは地域包括ケアを有効に機能させるために、保健

師、主任介護支援専門員、社会福祉士などの各々の専門職の知識を活かし

ながら、常に情報を共有し、互いに業務の理念、基本的な骨格を理解した

上で、連携・協働の体制を作り、業務全体を「チーム」として支えていく

必要がある。

また、地域包括支援センター内にとどまることなく、地域での各種サー

ビス、保健・医療・福祉の専門職、専門機関相互の連携、ボランティア等

の住民活動などインフォーマルな活動を含めた、地域における様々な社会
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資源の有効活用を図り、ネットワーク化を構築していく必要がある。さら

に、地域支援事業の円滑な実施、地域包括支援センターの適切、公正かつ

中立な運営を確保する観点から、地域包括支援センター運営協議会等を積

極的に活用されたい。

４ 実施主体

（１）実施主体は、市町村（特別区、広域連合、一部事務組合等を含む。以下

同じ ）とし、その責任の下に地域支援事業を実施するものとする。。

（２）市町村は、地域の実情に応じ、利用者、サービス内容及び利用料の決定

を除き、包括的支援事業の実施について、適切、公正、中立かつ効率的に

実施することができると認められる老人介護支援センターの設置者（市町

、 ）、 、村社会福祉協議会 社会福祉法人等 一部事務組合等を組織する市町村

医療法人、当該事業を実施することを目的として設立された民法法人、特

定非営利活動法人その他市町村が適当と認める法人に委託することができ

るものとする。この委託は、包括的支援事業のすべてにつき一括して行わ

なければならない。

（３）市町村は、地域の実情に応じ、利用者、サービス内容及び利用料の決定

を除き、包括的支援事業以外の地域支援事業の全部又は一部について、老

人介護支援センターの設置者その他市町村が適当と認める者に対し、その

実施を委託することができるものとする。別記１の（１）のイの（ア）の

特定高齢者把握事業のうち特定高齢者に関する情報の収集、特定高齢者の

候補者の選定に係る業務については、地域包括支援センターにおいて実施

する介護予防ケアマネジメント業務と一体的に実施することが望ましい。

（４）法第１３条に規定する住所地特例の適用を受けた被保険者に対する地域

支援事業の実施に関しては、当該被保険者の保険者である市町村は、当該

被保険者の住所のある市町村にその事業の実施を委託することができる。

（５）地域包括支援センターの設置者（法人である場合は、その役員）若しく

はその職員又はこれらの職にあった者は、正当な理由なしに、その業務に

関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

５ 利用料

市町村は、地域支援事業の利用者に対し、利用料を請求することができ

る。
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別記

１ 介護予防事業

介護予防事業は、従来取り組まれてきた老人保健事業における健康教育、

健康相談、機能訓練、訪問指導等の実績を踏まえ再編されたものである。

（１）介護予防特定高齢者施策

ア 総則

（ア）目的

介護予防事業における介護予防特定高齢者施策は、主として要介護

状態等となるおそれの高い虚弱な状態にあると認められる６５歳以上

の者（以下「特定高齢者」という ）を対象として実施することを基。

本とし、特定高齢者が要介護状態等となることを予防することを通じ

て、一人ひとりの生きがいや自己実現のための取組を支援し、活動的

で生きがいのある生活や人生を送ることができるよう支援することを

目的として実施する。その目的を達成するため、事業の実施に際して

は、介護予防ケアマネジメント業務により、個々の対象者の心身の状

況、その置かれている環境その他の状況（以下「心身の状況等」とい

う ）に応じて、対象者の選択に基づき、個別の介護予防ケアプラン。

を作成するものとし、当該プランに基づき、適切な事業を包括的かつ

効率的に実施するものとする。

（イ）対象者

介護予防特定高齢者施策は、当該市町村に居住地を有する特定高齢

者を対象に実施するものとし、その数は、高齢者人口の概ね５パーセ

ントを目安として、地域の実情に応じて定めるものとする。

なお、本事業においては現に要介護状態等にある者に対しては原則

として事業を実施しないが、心身の状況等により通所形態による事業

への参加が困難な者であって、低栄養状態を改善するために必要と認

められるものに対しては、介護予防特定高齢者施策において配食の支

援を実施して差し支えない。

（ウ）事業の種類

この事業の種類は、次のとおりとする。

① 特定高齢者把握事業

② 通所型介護予防事業

③ 訪問型介護予防事業

④ 介護予防特定高齢者施策評価事業
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イ 各論

（ア）特定高齢者把握事業

特定高齢者把握事業は、特定高齢者を選定することを目的として、

（ 「 」 ）。次の取組を実施する 別添１ 介護予防特定高齢者施策の流れ 参照

① 生活機能評価

当該市町村に居住地を有する６５歳以上の者に対し、問診、身体

計測、理学的検査、血圧測定、循環器検査、貧血検査及び血液化学

検査を実施し、生活機能が低下しているおそれのある高齢者を早期

に把握する。

ただし、平成１８年度及び平成１９年度においては、老人保健法

（昭和５７年法律第８０号）に基づく基本健康診査において実施す

ることとする。

ａ 問診

現状の症状 既往歴 家族歴 嗜好 生活機能に関する項目 別、 、 、 、 （

添２「基本チェックリスト」参照）等を聴取する。

ｂ 身体計測

身長及び体重を測定し、ＢＭＩを算定する。

ｃ 理学的検査

視診（口腔内を含む 、打聴診、触診（関節を含む 、反復唾。） 。）

液嚥下テストを実施する。

ｄ 血圧測定

聴診法又は自動血圧計により、収縮期血圧及び拡張期血圧を測

定する。

ｅ 循環器検査

安静時の標準１２誘導心電図を記録する。

ｆ 貧血検査

血液中の赤血球数、血色素量（ヘモグロビン値）及びヘマトク

リット値を測定する。

ｇ 血液化学検査

血清アルブミン検査を実施する。

なお、上記検査のうち、反復唾液嚥下テスト、心電図検査、貧血

検査及び血清アルブミン検査については医師の判断に基づき選択的

に実施する。

② 特定高齢者に関する情報の収集
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①の生活機能評価のほか、次に掲げる方法等により特定高齢者に

関する情報の収集に努めるものとする。

ａ 要介護認定の担当部局との連携による把握

ｂ 訪問活動を実施している保健部局との連携による把握

ｃ 医療機関からの情報提供による把握

ｄ 民生委員等からの情報提供による把握

ｅ 地域包括支援センターの総合相談支援業務との連携による把握

ｆ 本人、家族等からの相談による把握

ｇ その他市町村が適当と認める方法による把握

③ 特定高齢者の候補者の選定

②により把握された高齢者については、別添２の「基本チェック

リスト」を用いて判定を行い、次のａからｄまでのいずれかに該当

する者を特定高齢者の候補者として選定する。

ａ １から２０までの項目のうち１２項目以上に該当する者

ｂ ６から１０までの５項目すべてに該当する者

ｃ １１及び１２の２項目すべてに該当する者

ｄ １３から１５までの３項目すべてに該当する者

特定高齢者の候補者に選定された者が、①の生活機能評価を受診

していない場合は、その受診を勧奨するものとする。

④ 特定高齢者の決定

③により選定された特定高齢者の候補者の中から、生活機能評価

の結果等を踏まえ、別添３の「特定高齢者の決定方法」により特定

高齢者を決定する。

（イ）通所型介護予防事業

① 事業内容

通所型介護予防事業においては、特定高齢者に対して、次のａか

らｄまでに掲げるプログラム（機能訓練、健康教育等）を実施し、

自立した生活の確立と自己実現の支援を行う。

なお、閉じこもり予防・支援、認知症予防・支援及びうつ予防・

支援については、専用の通所形態のプログラムはつくらず、次のａ

からｄまでに掲げるプログラムや地域における自発的な活動等を活

用し、支援を行うものとする。

ａ 運動器の機能向上プログラム

運動器の機能が低下している又はそのおそれのある対象者に対

し、理学療法士等を中心に看護職員、介護職員等が協働して運動
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器の機能向上に係る個別の計画を作成し、当該計画に基づき有酸

素運動、ストレッチ、簡易な器具を用いた運動等を実施し、運動

器の機能を向上させるための支援を行う。

ｂ 栄養改善プログラム

低栄養状態にある又はそのおそれのある対象者に対し、管理栄

養士（平成２０年３月３１日までの間に限り、栄養管理業務に関

し５年以上の実務経験を有する栄養士を含む ）が看護職員、介。

護職員等と協働して栄養状態を改善するための個別の計画を作成

し、当該計画に基づき個別的な栄養相談や集団的な栄養教育等を

実施し、低栄養状態を改善するための支援を行う。

ｃ 口腔機能の向上プログラム

口腔機能が低下している又はそのおそれのある対象者に対し、

歯科衛生士等が看護職員、介護職員等と協働して口腔機能の向上

に係る個別の計画を作成し、当該計画に基づき摂食・嚥下機能訓

練、口腔清掃の自立支援等を実施し、口腔機能を向上させるため

の支援を行う。

ｄ その他のプログラム

上記ａからｃまでに掲げるプログラムのほか、ａからｃまでに

関連するプログラムであって、市町村において介護予防の観点か

ら効果が認められると判断されるプログラムを実施する。

② 実施場所

、 、通所介護事業所などの介護サービス事業所 市町村保健センター

、 、 、 、健康増進センター 老人福祉センター 介護保険施設 公民館など

市町村が適当と認める施設で実施するものとする。

③ 実施担当者

医師、歯科医師、保健師、看護職員、理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士、管理栄養士、歯科衛生士、経験のある介護職員等が実

施する。

④ 実施方法

介護予防ケアマネジメント業務において地域包括支援センターに

より個別の対象者ごとに作成される介護予防ケアプランに基づき実

施するものとする。

実施に際しては、特定高齢者の心身の状況等に応じて、リフトバ

ス等による送迎を行うことができるものとする。

また、安全に事業を実施するために、事故発生時の対応を含む安
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全管理マニュアルを整備し、常に安全管理に配慮し実施するものと

する。

⑤ 実施の手順

通所型介護予防事業は、次の手順により実施するものとする（別

添１「介護予防特定高齢者施策の流れ」参照 。）

ａ 事前アセスメントの実施

実施担当者は、個別サービス計画を作成するために必要となる

課題を把握するとともに、事業終了後にその効果を評価するため

の基準値を得るために、事前アセスメントを実施する。事前アセ

スメントでは、地域包括支援センターで作成された介護予防ケア

プランを踏まえ、参加が予定されているプログラムに応じて、運

動器の機能、栄養状態、口腔機能等の心身の状況等について更に

詳細な評価を行うとともに、対象者が事業に参加する際の安全確

保のために必要となる情報についても、主治医等と連携を図りつ

つ収集し評価するものとする。

ｂ 個別サービス計画の作成

実施担当者は、事前アセスメントの結果や対象者の意向を踏ま

えて、プログラムの目標、プログラムの内容、家庭や地域での自

発的な取組の内容、実施期間、実施回数等を記載した個別サービ

ス計画を作成する。実施期間は、プログラムの内容に応じて、概

ね３ヵ月から６ヵ月程度とし、実施回数は、対象者の過度な負担

とならず、かつ効果が期待できる回数を設定するものとする。

ｃ プログラムの実施

実施担当者は、個別サービス計画に基づき、プログラムを実施

する。

なお、概ね１ヵ月ごとに個別サービス計画で定めた目標の達成

状況について評価を実施し、適宜、プログラムの実施方法等につ

いて見直しを行うものとする。

ｄ 事後アセスメントの実施

実施担当者は、事業終了後、事後アセスメントとして、再度、

事前アセスメントと同様の評価を実施し、目標の達成状況やその

後の支援方法について検討を行う。事後アセスメントの結果は、

介護予防ケアプランの見直しに反映させるため、介護予防ケアマ

ネジメント業務を実施する地域包括支援センターに報告するもの

とする。
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（ウ） 訪問型介護予防事業

① 事業内容

特定高齢者であって、心身の状況等により通所形態による事業へ

、 、の参加が困難なものを対象に 保健師等がその者の居宅を訪問して

その生活機能に関する問題を総合的に把握・評価し、必要な相談・

指導等を実施する。

また、訪問型介護予防事業の対象者であって、低栄養状態を改善

するために特に必要と認められるものに対しては、栄養改善プログ

ラムの一環として配食の支援を実施する。

② 実施担当者

保健師、看護職員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、管理

栄養士、歯科衛生士等が実施する。

③ 実施方法

介護予防ケアマネジメント業務において地域包括支援センターに

より個別の対象者ごとに作成される介護予防ケアプランに基づき実

施するものとする。

また、安全に事業を実施するために、事故発生時の対応を含む安

全管理マニュアルを整備し、常に安全管理に配慮し実施するものと

する。

④ 実施の手順

訪問型介護予防事業は、次の手順により実施するものとする（別

添１「介護予防特定高齢者施策の流れ」参照 。）

ａ 事前アセスメントの実施

実施担当者は、対象者の居宅を訪問し、個別サービス計画を作

成するために必要となる課題を把握するとともに、事業終了後に

その効果を評価するための基準値を得るために、事前アセスメン

トを実施する。事前アセスメントでは、地域包括支援センターで

、 、作成された介護予防ケアプランを踏まえ 主治医とも連携しつつ

対象者の心身の状況等について、包括的な評価を行う。その際、

認知症やうつが疑われる者については、適宜、医療機関への受診

を勧奨するとともに、精神保健福祉センター等の専門機関との連

携を図る。

ｂ 個別サービス計画の作成

実施担当者は、事前アセスメントの結果や対象者の意向を踏ま

えて、個別の対象者ごとに支援方法を検討し、概ね３ヵ月から６
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ヵ月までを実施期間とする個別サービス計画を作成する。

ｃ 支援の実施

実施担当者は、個別サービス計画に基づき、定期的に対象者の

居宅を訪問し、対象者の心身の状況等を確認するとともに、必要

な相談・指導等を実施する。併せて、対象者の心身の状況等を踏

まえつつ、対象者の関心や興味に応じて、通所型介護予防事業の

各種プログラムや地域における自発的な活動等への参加を促すも

のとする。

ｄ 事後アセスメントの実施

実施担当者は、事業終了後、事後アセスメントとして、再度、

事前アセスメントと同様の評価を実施し、目標の達成状況やその

後の支援方法について検討を行う。事後アセスメントの結果は、

介護予防ケアプランの見直しに反映させるため、介護予防ケアマ

ネジメント業務を実施する地域包括支援センターに報告するもの

とする。

⑤ 留意事項

訪問型介護予防事業において、低栄養状態の改善のため特に必要

であると判断し配食の支援を実施する場合は、食材料費及び調理費

相当分については利用者負担とすることを基本とするが、利用料の

設定に当たっては、低所得者への配慮を考慮すること。

（エ）介護予防特定高齢者施策評価事業

① 事業内容

介護保険事業計画において定める目標値の達成状況等の検証を通

じ、介護予防特定高齢者施策の事業評価を行い、その結果に基づき

事業の実施方法等の改善を図る。

② 実施方法

事業評価は、年度ごとに、別添４の「介護予防事業の事業評価」

により、プロセス評価、アウトプット評価、アウトカム評価をそれ

ぞれ実施する。

③ 留意事項

事業評価を実施するため、介護予防事業の対象者数、参加者数、

事業参加前後のＱＯＬ指標の変化、主観的健康感の変化等のデータ

等について、常に収集・整理するものとする。
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（２）介護予防一般高齢者施策

ア 総則

（ア）目的

介護予防一般高齢者施策は、地域において介護予防に資する自発的

な活動が広く実施され、地域の高齢者が自ら活動に参加し、介護予防

に向けた取組が主体的に実施されるような地域社会の構築を目指し

て、健康教育、健康相談等の取組を通じて介護予防に関する知識の普

及・啓発や地域における自発的な介護予防に資する活動の育成・支援

を行うことを目的とする。

（イ）対象者

介護予防一般高齢者施策は、当該市町村に居住地を有する６５歳以

上のすべての者及びその支援のための活動に関わる者を対象に実施す

るものとする。

（ウ）事業の種類

この事業の種類は、次のとおりとする。

① 介護予防普及啓発事業

② 地域介護予防活動支援事業

③ 介護予防一般高齢者施策評価事業

イ 各論

（ア）介護予防普及啓発事業

事業内容としては、概ね次のものが考えられるが、市町村が効果が

あると認めるものを適宜実施するものとする。

① 介護予防に資する基本的な知識を普及啓発するためのパンフレッ

ト等の作成及び配布

② 介護予防に資する基本的な知識を普及啓発するための有識者等に

よる講演会や相談会等の開催

③ 介護予防に関する知識又は情報、各対象者の介護予防事業の実施

の記録等を管理するための媒体の配布

（イ）地域介護予防活動支援事業

事業内容としては、概ね次のものが考えられるが、市町村が効果が

あると認めるものを適宜実施するものとする。

① 介護予防に関するボランティア等の人材を育成するための研修

② 介護予防に資する地域活動組織の育成及び支援
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（ウ）介護予防一般高齢者施策評価事業

① 事業内容

介護保険事業計画において定める目標値の達成状況等の検証を通

じ、介護予防一般高齢者施策の事業評価を行い、その結果に基づき

事業の改善を図る。

② 実施方法

事業評価は、年度ごとに、別添４の「介護予防事業の事業評価」

により、プロセス評価を中心に実施する。

（３）介護予防事業の実施に際しての留意事項

ア 介護予防事業の実施に当たっては、地域の医師会、歯科医師会等の協

力を得るとともに、保健所、医療機関等の関係機関と十分に調整を図る

ものとする。

イ 介護予防特定高齢者施策と介護予防一般高齢者施策は、相互に密に連

携を図って、効果的な事業の実施に努めるものとする。

ウ 介護予防事業の実績については、別に定めるところにより、厚生労働

大臣に報告するものとする。

２ 包括的支援事業

（１）介護予防ケアマネジメント業務

ア 目的

介護予防ケアマネジメント業務は、特定高齢者が要介護状態等となる

ことを予防するため、その心身の状況、その置かれている環境その他の

状況に応じて、対象者自らの選択に基づき、介護予防事業その他の適切

な事業が包括的かつ効率的に実施されるよう必要な援助を行うことを目

的とする。

イ 対象者

当該市町村に居住地を有する特定高齢者を対象に実施するものとす

る。

ウ 実施担当者

介護予防ケアマネジメント業務は、保健師、社会福祉士、主任介護支
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援専門員等が相互に協働しながら実施するものとする。

エ 実施の際の考え方

介護予防ケアマネジメント業務の実施に当たっては、今後、対象者が

どのような生活をしたいかという具体的な日常生活上の目標を明確に

し、その目標を対象者、家族、事業実施担当者が共有するとともに、対

象者自身の意欲を引き出し、自主的に取組を行えるよう支援するものと

する。また、介護予防ケアプランにおいては、対象者自身による取組、

家族や地域住民等による支援等を、積極的に位置づけるとともに、ボラ

ンティアや地域活動組織の育成・支援等を実施する介護予防一般高齢者

、 。施策と十分に連携し 地域における社会資源の活用に努めることとする

オ 実施の手順

介護予防ケアマネジメント業務は、次の手順により実施するものとす

る （別添５の様式１から様式４までの様式（以下「標準様式例」とい。

う ）参照 。。 ）

（ア）課題分析（アセスメント）

生活機能評価の結果等の情報の把握や、対象者及び家族との面接に

よる聞き取り等を通じて、次に掲げる各領域ごとに、対象者の日常生

活の状況、生活機能の低下の原因や背景等の課題を明らかにする。

① 運動及び移動

② 家庭生活を含む日常生活

③ 社会参加並びに対人関係及びコミュニケーション

④ 健康管理

その際、生活機能の低下について対象者の自覚を促すとともに、介

護予防に取り組む意欲を引き出すため、対象者や家族との信頼関係の

構築に努めるものとする。

（イ）目標の設定

課題分析の結果、個々の対象者にとって最も適切と考えられる目標

を設定する。目標は、単に運動器の機能や栄養改善、口腔機能といっ

た特定の機能の改善だけを目指すものではなく、これらの機能改善や

環境の調整などを通じて、生活の質の向上を目指すものとする。

（ウ）介護予防ケアプランの作成

課題分析（アセスメント）の結果や対象者の希望に基づき （イ）、

で設定した目標を達成するための最も適切な事業の組合せを検討し、
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対象者及びその家族の同意を得て、支援の内容や目標の達成時期等を

含む介護予防ケアプランを作成する。その際、対象者、家族及び事業

の実施担当者等が共通の認識を得られるよう情報の共有に努めるもの

とする。

（エ）モニタリングの実施

介護予防ケアプランに基づき、介護予防事業が実施される間、地域

包括支援センターは、必要に応じて、その実施状況を把握するととも

に、当該事業の実施担当者等の関係者の調整を行う。また、当該事業

の実施担当者に対し、介護予防事業による目標の達成状況等の評価を

行わせ、その結果の報告を受ける。

（オ）評価

介護予防ケアプランで定めた期間が経過した後、地域包括支援セン

ターでは、事業の実施担当者からの事後アセスメント等の結果報告を

参考にしつつ、対象者及び家族との面接等によって各対象者の心身の

状況等を再度把握し、適宜、介護予防ケアプランの見直し等を行う。

カ 留意事項

（ア）介護予防ケアマネジメント業務は、１の（１）のイの（ア）の特定

高齢者把握事業と密に連携を図り、実施するものとする。

（イ）介護予防ケアマネジメント業務に用いる標準様式例は、必要最小限

、 、 。の項目を示したものであり 適宜 項目を追加して用いるものとする

（ウ）介護予防ケアマネジメント業務においては、介護保険における居宅

介護（介護予防）支援との一貫性や連続性の確保に配慮するものとす

る。

（エ）介護予防ケアマネジメント業務においては、多くの専門職や地域住

民等の積極的な参画を求めるものとする。

（オ）介護予防ケアマネジメント業務においては、対象者又はその家族の

秘密が部外者に漏れることのないよう、必要な措置を講じるものとす

る。

（２）総合相談支援業務

ア 目的

総合相談支援業務は、地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその

人らしい生活を継続していくことができるよう、地域における関係者と
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、 、のネットワークを構築するとともに 高齢者の心身の状況や生活の実態

必要な支援等を幅広く把握し、相談を受け、地域における適切な保健・

医療・福祉サービス、機関又は制度の利用につなげる等の支援を行うこ

とを目的とする。

イ 事業内容

（ア）地域におけるネットワークの構築

地域包括支援センターは、支援を必要とする高齢者を見い出し、保

健・医療・福祉サービスをはじめとする適切な支援へのつなぎ、継続

的な見守りを行い、更なる問題の発生を防止するため、地域における

様々な関係者のネットワークの構築を図る。

（イ）実態把握

（ア）で構築したネットワークを活用するほか、様々な社会資源と

の連携、高齢者世帯への戸別訪問、同居していない家族や近隣住民か

らの情報収集等により、高齢者や家族の状況等についての実態把握を

行うものとする。特に、地域から孤立している要介護（支援）者のい

る世帯や介護を含めた重層的な課題を抱えている世帯など、支援が必

要な世帯を把握し、当該世帯の高齢者や家族への支援につなげること

ができるように留意するものとする。

（ウ）総合相談支援

① 初期段階の相談対応

本人、家族、近隣の住民、地域のネットワーク等を通じた様々な

相談を受けて、的確な状況把握等を行い、専門的・継続的な関与又

は緊急の対応の必要性を判断する。

適切な情報提供を行うことにより相談者自身が解決することがで

きると判断した場合には、相談内容に即したサービス又は制度に関

する情報提供、関係機関の紹介等を行う。

② 継続的・専門的な相談支援

①の対応により、専門的・継続的な関与又は緊急の対応が必要と

判断した場合には、より詳細な情報収集を行い、個別の支援計画を

策定する。

支援計画に基づき、適切なサービスや制度につなぐとともに、定

期的に情報収集を行い、期待された効果の有無を確認する。
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（３）権利擁護業務

ア 目的

権利擁護業務は、地域の住民、民生委員、介護支援専門員などの支援

だけでは十分に問題が解決できない、適切なサービス等につながる方法

が見つからない等の困難な状況にある高齢者が、地域において尊厳のあ

る生活を維持し、安心して生活を行うことができるよう、専門的・継続

的な視点から、高齢者の権利擁護のため必要な支援を行うことを目的と

する。

イ 事業内容

地域福祉権利擁護事業、成年後見制度などの権利擁護を目的とするサ

ービスや制度を活用するなど、ニーズに即した適切なサービスや機関に

、 、 。つなぎ 適切な支援を提供することにより 高齢者の生活の維持を図る

、 、特に 高齢者の権利擁護の観点からの支援が必要と判断した場合には

次のような諸制度を活用する。

（ア）成年後見制度の活用促進

成年後見制度を説明するとともに、親族からの申立てが行われるよ

う支援する。

申立てを行える親族がないと思われる場合や、親族があっても申立

てを行う意思がない場合で、成年後見の利用が必要と認める場合、速

やかに市町村の担当部局に当該高齢者の状況等を報告し、市町村申立

てにつなげる。

（イ）老人福祉施設等への措置の支援

虐待等の場合で、高齢者を老人福祉施設等へ措置入所させることが

必要と判断した場合は、市町村の担当部局に当該高齢者の状況等を報

告し、措置入所の実施を求める。

（ウ）高齢者虐待への対応

虐待の事例を把握した場合には 「高齢者虐待の防止、高齢者の養、

護者に対する支援等に関する法律 （平成１７年法律第１２４号）等」

に基づき、速やかに当該高齢者を訪問して状況を確認する等、事例に

即した適切な対応をとる（詳細の業務については 「市町村・都道府、

県における高齢者虐待への対応と擁護者支援 （平成１８年４月厚生」

労働省老健局）を参照のこと 。）

（エ）困難事例への対応

高齢者やその家庭に重層的に課題が存在している場合、高齢者自身
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が支援を拒否している場合等の困難事例を把握した場合には、地域包

括支援センターに配置されている専門職が相互に連携するとともに、

地域包括支援センター全体で対応を検討し、必要な支援を行う。

（オ）消費者被害の防止

訪問販売によるリフォーム業者などによる消費者被害を未然に防止

するため、消費者センター等と定期的な情報交換を行うとともに、民

生委員、介護支援専門員、訪問介護員等に必要な情報提供を行う。

ウ 留意事項

（ ） 。イの ア の成年後見制度の円滑な利用に向けて次のことに留意する

（ア）市町村、地方法務局等と連携し、成年後見制度を幅広く普及させる

ための広報等の取組を行う。

（ ） 、イ 鑑定又は診断書の作成手続きに速やかに取り組むことができるよう

地域で成年後見人となるべき者を推薦する団体等を、高齢者又はその

親族に対して紹介する。

（４）包括的・継続的ケアマネジメント支援業務

ア 目的

包括的・継続的マネジメント支援業務は、高齢者が住み慣れた地域で

暮らし続けることができるよう、介護支援専門員、主治医、地域の関係

機関等の連携、在宅と施設の連携など、地域において、多職種相互の協

働等により連携し、個々の高齢者の状況や変化に応じて、包括的かつ継

続的に支援していく包括的・継続的ケアマネジメントが重要であり、地

域における連携・協働の体制づくりや個々の介護支援専門員に対する支

援等を行うことを目的とする。

イ 事業内容

（ア）包括的・継続的なケア体制の構築

在宅・施設を通じた地域における包括的・継続的なケアを実施する

ため、医療機関を含めた関係機関との連携体制を構築し、地域の介護

支援専門員と関係機関の間の連携を支援する。

また、地域の介護支援専門員が、地域における健康づくりや交流促

進のためのサークル活動、老人クラブ活動、ボランティア活動など介

護保険サービス以外の地域における様々な社会資源を活用できるよ

う、地域の連携・協力体制を整備する。
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（イ）地域における介護支援専門員のネットワークの活用

地域の介護支援専門員の日常的な業務の円滑な実施を支援するため

に、介護支援専門員相互の情報交換等を行う場を設定するなど介護支

援専門員のネットワークを構築したり、その活用を図る。

（ウ）日常的個別指導・相談

地域の介護支援専門員の日常的業務の実施に関し、介護支援専門員

に対する個別の相談窓口の設置、居宅（介護予防 ・施設サービス計）

画の作成技術の指導、サービス担当者会議の開催支援など、専門的な

見地からの個別指導、相談への対応を行う。

また、地域の介護支援専門員の資質向上を図る観点から、必要に応

じて、地域包括支援センターの各専門職や関係機関とも連携の上、事

例検討会や研修の実施、制度や施策等に関する情報提供等を行う。

（エ）支援困難事例等への指導・助言

地域の介護支援専門員が抱える支援困難事例について、適宜、地域

包括支援センターの各専門職や地域の関係者、関係機関との連携の下

で、具体的な支援方針を検討し、指導助言等を行う。

ウ 留意事項

包括的・継続的ケアマネジメント支援業務は、地域包括支援センタ

ーにおいて実施する介護予防ケアマネジメント業務、介護予防支援、

介護給付のケアマネジメントの相互の連携を図り、包括的・継続的な

ケアが提供されるよう配慮するものとする。

３ 任意事業

（１）目的

地域の高齢者が、住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続し

ていくことができるようにするため、介護保険事業の運営の安定化を図る

とともに、被保険者及び要介護被保険者を現に介護する者等に対し、地域

の実情に応じた必要な支援を行うことを目的とする。

（２）対象者

被保険者、要介護被保険者を現に介護する者その他個々の事業の対象者

として市町村が認める者とする。

ただし、住宅改修費の支給の申請に係る必要な理由がわかる書類を作成

する事業又は作成した場合の経費を助成する事業については、住宅改修の
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活用を希望する要介護（支援）被保険者で居宅介護（介護予防）支援の提

供を受けていないもの又は当該者の住宅改修費の支給の申請に係る必要な

書類を作成した者に限る。

（３）事業内容

任意事業としては、法上、介護給付等費用適正化事業、家族介護支援事

業、その他の事業が規定されているが、次に掲げる事業はあくまでも例示

であり、介護保険事業の運営の安定化及び被保険者の地域における自立し

た日常生活の支援のために必要な事業である限り、地域の実情に応じ、創

意工夫を生かした多様な事業形態が可能である。

ア 介護給付等費用適正化事業

介護（予防）給付について真に必要な介護サービス以外の不要なサ

ービスが提供されていないかの検証、介護保険制度の趣旨の徹底や良

質な事業展開のために必要な情報の提供、介護サービス事業者間によ

る連絡協議会の開催等により、利用者に適切なサービスを提供できる

環境の整備を図るとともに、介護給付等に要する費用の適正化のため

の事業を実施する。

イ 家族介護支援事業

介護方法の指導その他の要介護被保険者を現に介護する者の支援のた

め必要な事業を実施する。

（ア）家族介護支援事業

要介護被保険者の状態の維持・改善を目的とした、適切な介護知

識・技術の習得や、外部サービスの適切な利用方法の習得等を内容

とした教室を開催する。

（イ）認知症高齢者見守り事業

地域における認知症高齢者の見守り体制の構築を目的とした、認

知症に関する広報・啓発活動、徘徊高齢者を早期発見できる仕組み

の構築・運用、認知症高齢者に関する知識のあるボランティア等に

よる見守りのための訪問などを行う。

（ウ）家族介護継続支援事業

家族の身体的・精神的・経済的負担の軽減を目的とした、要介護

被保険者を現に介護する者に対するヘルスチェックや健康相談の実

施による疾病予防、病気の早期発見や、介護用品の支給、介護の慰

労のための金品の贈呈、介護から一時的に解放するための介護者相
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互の交流会等を開催する。

ウ その他の事業

次の（ア）から（ウ）までに掲げる事業その他の介護保険事業の運営

の安定化及び被保険者の地域における自立した日常生活の支援のため必

要な事業を実施する。

（ア）成年後見制度利用支援事業

市町村申立てに係る低所得の高齢者に係る成年後見制度の申立て

に要する経費や成年後見人等の報酬の助成等を行う。

（イ）福祉用具・住宅改修支援事業

福祉用具・住宅改修に関する相談・情報提供の実施、福祉用具・

住宅改修に関する助言、住宅改修費の支給の申請に係る必要な理由

がわかる書類の作成及び作成した場合の経費の助成を行う。

（ウ）地域自立生活支援事業

次の①から⑤までに掲げる高齢者の地域における自立した生活を

継続させるための事業を実施する。

① 高齢者の安心な住まいの確保に資する事業

高齢者世話付住宅（シルバーハウジング 、高齢者向け優良賃）

貸住宅、高齢者専用賃貸住宅、多くの高齢者が居住する集合住宅

等を対象に、日常生活上の生活相談・指導、安否確認、緊急時の

対応や一時的な家事援助等を行う生活援助員を派遣し、関係機関

・関係団体等による支援体制を構築するなど、地域の実情に応じ

た、高齢者の安心な住まいを確保するための事業を行う。

② 介護サービスの質の向上に資する事業

地域で活躍している高齢者や民生委員等が、介護サービス利用

（ ） 、者のための相談などに応じるボランティア 介護相談員 として

利用者の疑問や不満、不安の解消を図るとともに、サービス担当

者と意見交換等（介護相談員派遣等事業）を行う。

③ 地域資源を活用したネットワーク形成に資する事業

栄養改善が必要な高齢者（介護予防特定高齢者施策の対象者を

除く ）に対し、地域の社会福祉法人等が実施している配食の支。

援を活用し、高齢者の状況を定期的に把握するとともに、必要に

応じ、地域包括支援センター等に報告する。

④ 家庭内の事故等への対応の体制整備に資する事業

高齢者のいる世帯における家庭内の事故等による通報に随時
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（２４時間・３６５日）対応するための体制整備（電話を受け付

け、適切なアセスメントを行う専門的知識を有するオペレーター

の配置等）を行う。

⑤ 高齢者の生きがいと健康づくり推進事業

地域社会等において、豊かな経験と知識・技能を生かし、地域

の各団体の参加と協力のもとに、高齢者の生きがいと社会参加を

促進するため、地域における様々な社会資源を活用し、各種サー

ビスを提供する。

（４）留意事項

ア 任意事業の実施に当たっては、この包括的支援事業の円滑な実施に資

するネットワークの構築や地域のコミュニティの形成を踏まえるなど、

地域における社会資源の活用に留意すること。

イ 住宅改修費の支給の申請に係る必要な理由がわかる書類を作成する事

業及び作成した場合の経費を助成する事業は、介護支援専門員又は作業

療法士、福祉住環境コーディネーター検定試験二級以上その他これに準

ずる資格等を有する者など、居宅介護住宅改修費又は介護予防住宅改修

費の支給の対象となる住宅改修について十分な専門性があると認められ

る者が作成者であること。

ウ （３）のウの（ウ）の③のような、配食の支援を活用した事業を実施

する場合、食材料費及び調理費相当分は利用者負担とすることが基本と

なるが、利用料の設定に当たっては、低所得者への配慮や市町村におけ

る財源等を考慮すること。

エ 介護予防・地域支え合い事業として実施されていた事業のうち 「生、

きがい活動通所支援事業」や「緊急通報体制等整備事業」等の一般財源

化された事業は、地域支援事業として実施することはできないものであ

ること。



介護予防特定高齢者施策の流れ

特定高齢者である可能性のある人

【運動器の機能向上】 【栄養改善】【口腔機能の向上】【その他のプログラム】

事後アセスメント事業の実施事前アセスメント

介護予防ケアマネジメント

課題分析（一次アセスメント）

介護予防ケアプラン作成

サービス担当者会議
の開催

（必要な場合）

対象者の選定過程

※健診以外の方法で把握された者で未受診の者に
対しては、受診勧奨する。

要介護認定
非該当者

訪問活動等に
よる実態把握

関係機関

からの連絡

生活機能評価

（基本健康診査に

併せて実施）

本人・家族か
らの連絡

別添１

生活機能低下の早期把握の経路

地域包括支援センター

事業の実施

地域包括支援センターで地域包括支援センターで一定期間後に一定期間後に効果を評価効果を評価
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別添２

基本チェックリスト

回 答

（いずれかに○をNo. 質問項目

お付け下さい）

1 0.はい 1.いいえバスや電車で1人で外出していますか

2 0.はい 1.いいえ日用品の買物をしていますか

3 0.はい 1.いいえ預貯金の出し入れをしていますか

4 0.はい 1.いいえ友人の家を訪ねていますか

5 0.はい 1.いいえ家族や友人の相談にのっていますか

6 0.はい 1.いいえ階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか

7 0.はい 1.いいえ椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がっていますか

8 0.はい 1.いいえ15分位続けて歩いていますか

9 1.はい 0.いいえこの1年間に転んだことがありますか

10 1.はい 0.いいえ転倒に対する不安は大きいですか

11 1.はい 0.いいえ6ヵ月間で2～3kg以上の体重減少がありましたか

体重 kg （ＢＭＩ＝ ）（注）12 身長 cm

13 1.はい 0.いいえ半年前に比べて固いものが食べにくくなりましたか

14 1.はい 0.いいえお茶や汁物等でむせることがありますか

15 1.はい 0.いいえ口の渇きが気になりますか

16 0.はい 1.いいえ週に１回以上は外出していますか

17 1.はい 0.いいえ昨年と比べて外出の回数が減っていますか

18 1.はい 0.いいえ周りの人から「いつも同じ事を聞く」などの物忘れがあると言われ

ますか

19 0.はい 1.いいえ自分で電話番号を調べて、電話をかけることをしていますか

20 1.はい 0.いいえ今日が何月何日かわからない時がありますか

21 1.はい 0.いいえ（ここ2週間）毎日の生活に充実感がない

22 1.はい 0.いいえ（ここ2週間）これまで楽しんでやれていたことが楽しめなくなった

23 1.はい 0.いいえ（ここ2週間）以前は楽にできていたことが今ではおっくうに感じら

れる

24 1.はい 0.いいえ（ここ2週間）自分が役に立つ人間だと思えない

25 1.はい 0.いいえ（ここ2週間）わけもなく疲れたような感じがする

（注） ＢＭＩ（＝体重 (kg) ÷身長 (m) ÷身長 (m) ）が18.5未満の場合に該当とする。
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別添３

特定高齢者の決定方法

「 」 、 、特定高齢者の候補者 に選定された者について 生活機能評価の結果等を踏まえて

以下の１～６により、参加することが望ましいと考えられる介護予防プログラムを判定

する。

何らかの介護予防プログラムへの参加が望ましいと判定された者を「特定高齢者」と

して決定する。

１ 運動器の機能向上

基本チェックリスト6～10の全てに該当する者

ただし、うつ予防・支援関係の項目を除く20項目のうち12項目以上該当し

「特定高齢者の候補者」と判定された者であって、基本チェックリスト6～1

0の全てには該当していない者について、以下に示す運動機能測定を行った

場合に3項目の測定の配点が5点以上となった場合については、該当する者と

みなしてよい。

運動機能測定項目 基準値 基準値に該当す

男性 女性 る場合の配点

握力（kg） ＜29 ＜19 2

開眼片足立時間（秒） ＜20 ＜10 2

10ｍ歩行速度（秒） ≧8.8 ≧10.0 3

(5ｍの場合） （≧4.4） （≧5.0）

配点合計 0-4点 … 運動機能の著しい低下を認めず

5-7点 … 運動機能の著しい低下を認める

２ 栄養改善

以下の①及び②に該当する者又は③に該当する者

①基本チェックリスト11に該当

②BMIが18.5未満

③血清アルブミン値が3.5g/dl以下
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３ 口腔機能の向上

以下の①、②及び③の全てに該当する者

①基本チェックリスト13～15の全てに該当

②視診により口腔内の衛生状態に問題を確認

③反復唾液嚥下テストが3回未満

４ 閉じこもり予防・支援

基本チェックリスト16に該当する者

（ 17にも該当する場合は特に要注意 ）

５ 認知症予防・支援

基本チェックリスト18～20のいずれかに該当する者

６ うつ予防・支援

基本チェックリスト21～25で2項目以上該当する者

※ なお、認知症及びうつについては、特定高齢者に該当しない場合においても、可

能な限り精神保健福祉対策の健康相談等により、治療の必要性等についてアセスメン

トを実施し、適宜、受診勧奨や経過観察等を行うものとする。
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別添４ 

介護予防事業の事業評価 

 

 事業評価をする際には、以下の３段階の評価指標を設定する。 

①プロセス指標：事業を効果的・効率的に実施するための事業の企画立案、実施過程

等に関する指標 

②アウトプット指標：事業成果の目標を達成するために必要となる事業の実施量に関

する指標 

③アウトカム指標：事業成果の目標に関する指標 

 

１ 介護予防事業（特定高齢者施策） 

＜プロセス指標＞ 

 以下の 10 項目について、事業が適切な手順・過程を経て実施できているか否かを

評価する。 

①特定高齢者を適切に把握・選定するため、複数の把握経路を確保しているか。 

②特定高齢者に関する情報を提供してくれた関係機関等へ、当該特定高齢者に対す

る事業の実施状況等について情報還元を行っているか。 

③事業の企画・実施・評価に住民が参画しているか。 

④事業の実施状況を把握しているか。 

⑤事業の実施量と需要量の関係を的確に把握しているか。 

⑥事業の実施状況の検証に基づき、次年度以降の実施計画の見直しを行っているか。 

⑦事業に関する苦情や事故を把握しているか。 

⑧事業の効果を分析する体制が確立しているか。 

⑨関係機関（地域包括支援センター、医療機関、民生委員等）において情報を共有

するため、共有する情報の範囲、管理方法、活用方法に関する取り決めをしてい

るか。 

⑩特定高齢者の個人情報が共有されることについて、対象者に十分な説明を行い、

同意を得ているか。 
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＜アウトプット指標＞ 

 以下の指標を用いて介護予防事業の実施状況の評価を行う。 

指 標 評価方法 

①介護予防ケアマネジ

メント実施件数（実施

率） 

 年度末に年間の介護予防ケアマネジメントの実施状況を

集計し、実施予定件数及び実施件数により特定高齢者の把

握状況を評価する。 

（実施率＝実施件数÷実施予定件数） 

②事業実施回数（実施

率） 

 年度末に年間の各種事業の実施状況を集計し、実施予定

回数及び実施回数により実施状況を評価する。 

（実施率＝実施回数÷実施予定回数） 

 通所型介護予防事業、訪問型介護予防事業の事業種別や、

運動器の機能向上、栄養改善等の実施プログラム別に集計

することが望ましい。 

③事業参加者数（実施

率） 

 年度末に年間の事業参加者の状況を集計し、事業参加予

定者数及び事業参加者数により実施状況を評価する。 

（実施率＝参加者数÷参加予定者数） 

 通所型介護予防事業、訪問型介護予防事業の事業種別や、

運動器の機能向上、栄養改善等の実施プログラム別に集計

することが望ましい。 

 

＜アウトカム指標＞ 

 以下の指標を用いて介護予防事業による効果の評価を行う。 

指 標 評価方法 

①新規認定申請者数  年度末に年間の新規認定申請者数を集計・分析する。介護予

防事業の効果を直接反映する指標ではないが、前年比や年次推

移等のデータを介護予防事業の効果の推計に活用する。 

②新規認定者数（要

介護度別） 

 年度末に年間の新規認定者数を集計し、要介護度別の新規認

定者数の前年比、年次推移等のデータにより、介護予防事業の

効果を評価する。 
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③「旧要支援＋旧要

介護１」の人数 

 年度末時点の「旧要支援＋旧要介護１」つまり「要支援１＋

要支援２＋要介護１」の人数を集計し、介護保険事業計画に記

載されている自然体（介護予防事業等を実施しなかった場合）

での人数との比較・検証により、介護予防事業の効果を評価す

る。 

④介護予防事業参加

者からの新規認定

者数 

 年度末に年間の介護予防事業参加者からの新規認定者数を

集計し、その率（新規認定者数÷介護予防事業参加者数）によ

り、介護予防事業の効果を評価する。 

⑤主観的健康感 

 （※） 

 

 年度末に年間の介護予防事業参加者について、事業参加前後

の主観的健康感の変化を集計し、維持・改善割合（事業参加者

のうち参加後に主観的健康感が維持・改善された者の割合）に

より介護予防事業の効果を評価する。 

⑥基本チェックリス

トの点数 

 

 年度末に年間の介護予防事業参加者について、事業参加前後

の基本チェックリストの点数の変化を集計し、維持・改善割合

（事業参加者のうち参加後に点数が維持・改善された者の割

合）により介護予防事業の効果を評価する。 

※）主観的健康感は、国民生活基礎調査の以下の質問により評価する。 

「あなたの現在の健康状態はいかがですか。あてはまる番号１つに○をつけてください。 

 １ よい  ２ まあよい ３ ふつう ４ あまりよくない ５ よくない」 

 

２ 介護予防事業（一般高齢者施策） 

＜プロセス指標＞ 

 以下の 5項目について、事業が適切な手順・過程を経て実施できているか否かを評

価する。 

①介護予防に関する一般的な知識や、介護予防事業の対象者、事業内容、参加方法等の

事業実施に関する情報について積極的に普及啓発を行っているか。 

②介護予防に資する活動を行っているボランティアや地域活動組織を適切に把握している

か。 

③介護予防事業を推進するに当たり、介護予防に資する活動を行っているボランティアや

地域活動組織と密に連携を図っているか。 
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④ボランティアや地域活動組織のリーダー等を育成するための研修会等を開催している

か。 

⑤地域活動組織の求めに応じて、担当職員の派遣、活動の場の提供等の支援を行ってい

るか。 

 

＜アウトプット指標・アウトカム指標＞ 

 介護予防事業（一般高齢者施策）については、市町村の創意工夫により様々な事業

が想定されることから、事業内容等に応じて適宜指標を設定し、アウトプット及びア

ウトカムの評価を行う。評価指標の例を以下に示す。 

【指標の例】 

①介護予防に関する講演会、相談会等の開催回数・参加者数 

②介護予防に関するイベント等の開催回数 

③ボランティア育成のための研修会の開催回数・参加者延数 

④地域活動組織への支援・協力等の実施回数 

⑤当該年度に新規に創設された地域活動組織の数 
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別添５ 様式１ 

例
（※介護予防ケアマネジメント部分を抜粋） 

利用者基本情報 
 

作成担当者： 
《基本情報》                                             

相 談 日 年  月  日（  ）
来 所・電 話 
その他（       ）

初 回 
再来（前  /    ）

本人の現況 在宅・入院又は入所中（                ） 

ﾌﾘｶﾞﾅ 
本人氏名 

  
男・女 M・T・S  年  月  日生（   ）歳

住  所  

Tel 
 
Fax

    （   ） 
    

 （   ） 

障害高齢者の日常生活自立度 自立・Ｊ１・Ｊ２・Ａ１・Ａ２・Ｂ１・Ｂ２・Ｃ１・Ｃ２日常生活 
自立度 認知症高齢者の日常生活自立度 自立・Ⅰ・Ⅱａ・Ⅱｂ・Ⅲａ・Ⅲｂ・Ⅳ・Ｍ 

認定情報 
非該当・要支１・要支２・要介１・要介２・要介３・要介４・要介５ 
有効期限： 年 月 日～ 年 月 日 （前回の介護度     ） 

障害等認定 身障（  ）、療育（  ）、精神（  ）、難病（  ）、・・・（  ） 
 

本人の 
住居環境 

自宅・借家・一戸建て・集合住宅・自室の有無（ ）階、住宅改修の有無 

経済状況 国民年金・厚生年金・障害年金・生活保護・・・ 

来 所 者 
(相 談 者) 

 

住  所 
連 絡 先 

 
   

 
続

柄

 
 

氏名 続柄 住所・連絡先 
   

   

 
家

族

構

成

家族構成 ◎=本人、○=女性、□=男性

●■=死亡、☆=キーパーソン

主介護者に「主」  
副介護者に「副」  
（同居家族は○で囲む）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 緊急連絡先 

   
家族関係等の状況 
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《介護予防に関する事項》 

今までの生活 

 

１日の生活・すごし方 趣味・楽しみ・特技 
 
 

時間 本人 介護者・家族

 
 
 
 
 

友人・地域との関係 

 
現在の生活状

況（どんな暮

らしを送って

いるか） 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 

 

《現病歴・既往歴と経過》（新しいものから書く・現在の状況に関連するものは必ず書く） 

年月日 病名 
医療機関・医師名 

（主治医・意見作成者に☆） 
経過 治療中の場合は内容

年 月 日 

 

 

 

 

 

 

Tel 

 

治療中 

経過観察中 

その他 

 

 

年 月 日 

 

 

 

 

 

 

Tel 

 

治療中 

経過観察中 

その他 

 

 

年 月 日 

 

 

 

 

 

 

Tel 

 

治療中 

経過観察中 

その他 

 

 

年 月 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Tel 

 

 

治療中 

経過観察中 

その他 

 

 

 

 

《現在利用しているサービス》 

公的サービス 非公的サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 地域包括支援センターが行う事業の実施に当たり、利用者の状況を把握する必要があるときは、要介護
認定・要支援認定に係る調査内容、介護認定審査会による判定結果・意見、及び主治医意見書と同様に、
利用者基本情報、支援・対応経過シート、アセスメントシート等の個人に関する記録を、居宅介護支援事
業者、居宅サービス事業者、介護保険施設、主治医その他本事業の実施に必要な範囲で関係する者に提示
することに同意します。 

                 平成  年  月  日  氏名              印

－93－



介護予防サービス・支援計画書 様式２

ＮＯ．

様 　平成    年　 月　 日 認定済・申請中

担当地域包括支援センター：　

本人等のセルフケ
アや家族の支援、
インフォーマルサー

ビス

介護保険サービス
または

地域支援事業

サービス
種別

事業所

総合的な方針：生活不活発病の改善・予防のポイント

目標についての
支援のポイント

(  )

支援計画

課題に対する
目標と具体策

の提案

【本来行うべき支援ができない場合】
妥当な支援の実施に向けた方針

総合的課題

栄養改善

地域支援事業

具体策についての意向
本人・家族

目標
期間

運動
不足

（　）

口腔内
ケア

（　）
健康管理について

【意見】

平成  　年　  月　  日　　氏名　　　　　   　　　　　　　印

閉じこもり予防 物忘れ予防 　上記計画について、同意いたします。

【確認印】　

地域包括支援センター

うつ予防

　□有　　□無

日常生活（家庭生活）について

　□有　　□無

委託の場合：計画作成事業者・事業所名及び所在地（連絡先）　　

利用者名 認定の有効期間     年　 月　 日～　  年　　 月   日
要支援１・要支援２

初回・紹介・継続認定年月日

計画作成（変更）日　　　年　　月　　日（初回作成日　　　　年　　月　　日）

計画作成者氏名

目標とする生活

1日 1年

社会参加、対人関係・
コミュニケーションについて

運動・移動について

　□有　　□無

アセスメント領域と
現在の状況

本人・家族の
意欲・意向

領域における課題（背景・原
因）

計画に関する同意

健康状態について
□主治医意見書、生活機能評価等を踏まえた留意点

　□有　　□無

基本チェックリストの　（該当した質問項目数）／（質問項目数）　をお書き下さい。
地域支援事業の場合は必要な事業プログラムの枠内の数字に○印をつけて下さい。

予防給付
または

地域支援事業
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様式３

介護予防支援経過記録（サービス担当者会議の要点を含む）

   利用者氏名                                                     計画作成者氏名

年 月 日 内　　　　容 年 月 日 内　　　　容

※１　介護予防支援経過は、具体的には、時系列に出来事、訪問の際の観察（生活の活発さの変化を含む）、サービス担当者会議の内容、利用者・家族の考えなどを記入し、
　　介護予防支援や各種サービスが適切に行われているかを判断し、必要な場合には方針変更を行うためのサービス担当者会議の開催、サービス事業所や家族との調整などを
　　記入する。
　 ２　サービス担当者会議を開催した場合には、会議出席者（所属（職種）氏名）、検討した内容等を記入する。

－95－



様式４

評価日

利用者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿　　　　　　　　　　　　　　　 計画作成者氏名

目標 目標達成しない原因 目標達成しない原因
達成/未達成 （本人・家族の意見） （計画作成者の評価）

□　プラン継続 □　介護給付
□　プラン変更 □　予防給付
□　終了 □　介護予防特定高齢者施策

□　 □　介護予防一般高齢者施策　

□　 □　終了

総合的な方針

目標 評価期間 目標達成状況
今後の方針

介護予防サービス・支援評価表          

地域包括支援センター意見
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事 務 連 絡

平成１８年３月２８日

都道府県

各 指定都市 老人保健事業・介護予防事業担当課 御中

中 核 市

厚生労働省老健局老人保健課

基本チェックリストの考え方について

老人保健事業及び介護予防事業の推進につきましては、日頃よりご協力いただき感謝

申し上げます。

、 、 、 、さて 今般 基本チェックリストの考え方について 別添のとおり作成しましたので

貴管内の市町村及び関係機関に対し、周知方お願いします。

11 基本チェックリストの考え方について



基基本本チチェェッッククリリスストトのの考考ええ方方  

 
 

 基本チェックリストの質問項目 基本チェックリストの質問項目の趣旨 

１～５までの質問項目は日常生活関連動作について尋ねています。 

１ バスや電車で１人で外出してい

ますか 

 

家族等の付き添いなしで、1人でバスや電車を利用して

外出しているかどうかを尋ねています。バスや電車のな

いところでは、それに準じた公共交通機関に置き換えて

回答して下さい。なお、1人で自家用車を運転して外出

している場合も含まれます。 

２ 日用品の買い物をしていますか 自ら外出し、何らかの日用品の買い物を適切に行って

いるかどうか（例えば、必要な物品を間違いなく購入し

ているか）を尋ねています。頻度は、本人の判断に基づ

き回答して下さい。電話での注文のみで済ませている

場合は「いいえ」となります。 

３ 預貯金の出し入れをしています

か 

自ら預貯金の出し入れをしているかどうかを尋ねていま

す。銀行等での窓口手続きも含め、本人の判断により

金銭管理を行っている場合に「はい」とします。家族等

に依頼して、預貯金の出し入れをしている場合は「いい

え」となります。 

４ 友人の家を訪ねていますか 友人の家を訪ねているかどうかを尋ねています。電話

による交流は含みません。また、家族や親戚の家への

訪問は含みません。 

５ 家族や友人の相談にのってい

ますか 

家族や友人の相談にのっているかどうかを尋ねていま

す。面談せずに電話のみで相談に応じている場合も

「はい」とします。 

６～10までの質問項目は運動器の機能について尋ねています。 

６ 階段を手すりや壁をつたわらず 階段を手すりや壁をつたわらずに昇っているかどうかを

【共通的事項】 

① 対象者には、深く考えずに、主観に基づき回答してもらって下さい。それが適当

な回答であるかどうかの判断は、基本チェックリストを評価する者が行って下さい。

② 期間を定めていない質問項目については、現在の状況について回答してもらって

下さい。 

③ 習慣を問う質問項目については、頻度も含め、本人の判断に基づき回答してもら

って下さい。 

④ 各質問項目の趣旨は以下のとおりです。各地域の実情に応じて適宜解釈していた

だいて結構ですが、各質問項目の表現は変えないで下さい。 
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に昇っていますか 尋ねています。時々、手すり等を使用している程度であ

れば「はい」とします。手すり等を使わずに階段を昇る

能力があっても、習慣的に手すり等を使っている場合に

は「いいえ」となります。 

７ 椅子に座った状態から何もつか

まらず立ち上がっていますか 

椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がって

いるかどうかを尋ねています。時々、つかまっている程

度であれば「はい」とします。 

８ 15分位続けて歩いていますか 15分位続けて歩いているかどうかを尋ねています。屋

内、屋外等の場所は問いません。 

９ この1年間に転んだことがありま

すか 

この1年間に「転倒」の事実があるかどうかを尋ねてい

ます。 

10 転倒に対する不安は大きいで

すか 

現在、転倒に対する不安が大きいかどうかを、本人の

主観に基づき回答して下さい。 

11～12までの質問項目は低栄養状態かどうかについて尋ねています。 

11 ６ヵ月で２～３Kg以上の体重減

少がありましたか 

６ヵ月間で２～３Kg以上の体重減少があったかどうかを

尋ねています。６ヵ月以上かかって減少している場合は

「いいえ」となります。 

12 身長、体重 身長、体重は、整数で記載して下さい。体重は１カ月以

内の値を、身長は過去の測定値を記載して差し支えあ

りません。 

13～15までの質問項目は口腔機能について尋ねています。 

13 半年前に比べて固いものが食

べにくくなりましたか 

半年前に比べて固いものが食べにくくなったかどうかを

尋ねています。半年以上前から固いものが食べにくく、

その状態に変化が生じていない場合は「いいえ」となり

ます。 

14 お茶や汁物等でむせることがあ

りますか 

お茶や汁物等を飲む時に、むせることがあるかどうか

を、本人の主観に基づき回答して下さい。 

15 口の渇きが気になりますか 口の中の渇きが気になるかどうかを、本人の主観に基

づき回答して下さい。 

16～17までの質問項目は閉じこもりについて尋ねています。 

16 週に１回以上は外出しています

か 

週によって外出頻度が異なる場合は、過去１ヵ月の状

態を平均して下さい。 

17 昨年と比べて外出の回数が減

っていますか 

昨年の外出回数と比べて、今年の外出回数が減少傾

向にある場合は「はい」となります。 

18～20までの質問項目は認知症について尋ねています。 

18 周りの人から「いつも同じ事を

聞く」などの物忘れがあると言

われますか 

本人は物忘れがあると思っていても、周りの人から指

摘されることがない場合は「いいえ」となります。 
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19 自分で電話番号を調べて、電話

をかけることをしていますか 

何らかの方法で、自ら電話番号を調べて、電話をかけ

ているかどうかを尋ねています。誰かに電話番号を尋

ねて電話をかける場合や、誰かにダイヤルをしてもらい

会話だけする場合には「いいえ」となります。 

20 今日が何月何日かわからない

時がありますか 

今日が何月何日かわからない時があるかどうかを、本

人の主観に基づき回答して下さい。月と日の一方しか

分からない場合には「はい」となります。 

21～25までに質問項目はうつについて尋ねています。 

21 （ここ２週間）毎日の生活に充実

感がない 

22 （ここ２週間）これまで楽しんで

やれていたことが楽しめなくなっ

た 

23 （ここ２週間）以前は楽に出来て

いたことが今ではおっくうに感じ

られる 

24 （ここ２週間）自分が役に立つ人

間だと思えない 

25 （ここ２週間）わけもなく疲れたよ

うな感じがする 

ここ２週間の状況を、本人の主観に基づき回答して下さ

い。 
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事 務 連 絡

平成18年12月11日

都道府県介護保険担当課（室）御中

厚生労働省老健局介護保険課

振 興 課

地域支援事業交付金の人件費の算定について

○ 標記については、平成１７年９月２６日全国介護保険・老人保健事業担当課長会議資

料２－２「地域支援事業交付金に関するQ＆A」問１３（Ｐ５５）において示したとこ

ろであるが、種々の疑義が生じていたことから、これを廃止し、今般、改めて次のとお

り具体的な取扱方針を示すこととしたので、この方針に従って適切な運用をお願いいた

します。

１ 人件費の算定方法

①委託型の場合

・ 地域包括支援センターに対し、包括的支援事業を委託するものであるため、人件費

としてではなく、委託料として支払われるが、委託料は「人件費補助」という性格で

はなく、人件費、物件費等さまざまな要素を含めた「事業実施に必要な経費」を、各

市町村において、予算上適正に見込んだ額となる。

なお、国への交付申請及び実績報告において、委託料の算定根拠は求めるものでは

ない。

②直営型の場合

・ 保険者である市町村が自ら実施する地域包括支援センターにおける「事業実施に必

要な経費」として見込んだ額を算定することとなる。

・ 職員が包括的支援事業以外に介護予防支援業務を併任する場合にあっても、当該職

員の人件費のうち、包括的支援事業の実施に必要な額として市町村があらかじめ予算

上適正に見込んだ額を算定する。

・ なお、上記の人件費は、包括的支援事業が適切に実施されていれば、実際に包括的

支援事業に従事した勤務時間割合によることなく、算定して差し支えない。

２ 留意点

12 地域支援事業交付金の人件費の算定について
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・ いずれの場合についても、包括的支援事業について、十分かつ適切に実施されてい

ることが前提となるものであり、介護予防支援業務を優先し包括的支援事業の実施が

不十分となるようなことは認められない。

・ また、包括的支援事業と介護予防支援業務は密接に連携すべきものであり、実態と

しても不可分一体に実施されるものであることから、包括的支援事業が適切に実施さ

れていれば、実際に包括的支援事業に従事した勤務時間により算定する必要はない。
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